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Ⅰ．はじめに

１ 計画の目的

行財政３か年実施計画は、第６次上尾市総合計画の基本構想で明らかに

した、上尾市の将来都市像の実現に向け、その課題と施策を体系的に計画

化した「基本計画」を、行財政運営の中で具体的に実施していくことを明

確にするために策定するものです。

行財政３か年実施計画は計画期間を３年間とし、基本計画に示された施

策を効果的に実現するための具体的な事業の内容に財政状況を勘案し、体

系化して定めています。

また、時代の要請に的確に対応するため計画に弾力性を持たせ、毎年度

見直しています。

２ 計画の構成

第６次上尾市総合計画・基本計画に基づいた「施策の体系」を図示し、

各施策体系に対応した「事業計画」を記述する構成としています。

「体系別事業計画」においては、上尾市予算書および予算説明書に掲載

されているすべての事業について名称や担当課名、事業の概要、年度別事

業費等を記載しています。なお、行財政３か年実施計画が３年間の計画で

あることから、令和９年度、令和１０年度の事業費は見込額となっていま

す。

「参考資料」には、総合計画の進捗管理として実施した令和７年度行政

評価の結果を示しています。
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３ 体系別事業計画の見方 

●施策の中項目（２４項目）毎に下記のような中表紙で区分しています。 

 

１．明日を担う人が育つまちづくり 

 

 

目指す姿  

こどもを安⼼して産み育てることができ、こどもが伸びやかに育つ 

 

施策の内容 

１) 結婚⽀援及び妊
活・妊娠から⼦育
てまで切れ⽬のな
い⽀援の充実 

●妊娠・出産・⼦育て期にわたり、切れ⽬のない⽀援（あげお版ネウボラ）
を推進するとともに、⼦育てをしやすい環境づくりを進めます。（こども⽀援課・

⼦育て⽀援センター・こども家庭保健課） 
●乳幼児の健やかな発育・発達に向け⽀援するとともに、保護者の不安の軽
減を図ります。（こども⽀援課・⼦育て⽀援センター・こども家庭保健課・こども発達センター） 
●育児、家族関係、貧困など⼦育てについての複合的な悩みを⼀体的に⽀援
します。（こども家庭保健課） 

●出会いから交際、結婚までの⽀援に努めます。（こども⽀援課） 

 

 

① 第６次上尾市総合計画のまちづくりの基本方向（施策の大項目）を示しています。 

  大項目は全部で８項目です。 

② 施策の中項目を示しています。中項目は全部で２４項目あり、２４項目毎に中表紙

としています。 

③ 基本方向の各施策を実施したまちの状態を、イメージしやすい言葉で記しています。 

④ 施策の小項目を示しています。小項目は全部で７１項目です。 

⑤ 小項目ごとの実施する取組の方向性を示しています。 

  また、かっこ内には取組に係る事業の主な担当課を記載しています。 

 

1-1 結婚・出産・子育て支援 

例 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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●施策の小項目の中表紙につづき、小項目に連なる事業を掲載しています。

例 

⑥ 第６次上尾市総合計画の体系コードを示しています。

施策の大項目(１桁)_施策の中項目(２桁)_０

⑦ 上記に引き続き、第６次上尾市総合計画の体系コードを示しています。

施策の小項目(２桁)－連番(２桁)

小項目＝9については、「その他」として、一般事務費等について表示しています。

連番＝99 については、令和８年度の予算が無く令和９年度・令和１０年度の事業費

の見込額が確定していない事業や、事業費が各事業にわたるため総括としてまとめ

た事業について表示しています。

職員人件費については、複数の総合計画体系に関係している場合があるため、小項

目・連番＝99として表示しています。

⑧ 総合計画の体系に位置づけられた事業の名称を示しています。予算書における事業

名と同じ名称です。

⑨ 事業概要を示しています。

※職員人件費が複数の総合計画体系に関係している場合、(重複掲載)としています。 
⑩ 担当する所属の名称です。

⑪ 予算書の予算科目を示しています。会計(１桁)_款(２桁)_項(１桁)_目(２桁)
会計は、次のとおりです。

1：一般会計 

2：国民健康保険特別会計 

6：介護保険特別会計 

7：後期高齢者医療特別会計 

※なお、水道事業、公共下水道事業は、公営企業会計のため予算科目は表示してい

ません。

⑫ 令和８年度の事業費（当初予算額）を示しています。単位は千円です。

⑬ 令和９年度の事業費の見込額を示しています。単位は千円です。

⑭ 令和１０年度の事業費の見込額を示しています。単位は千円です。

⑥

⑦ ⑧
⑨

⑩

例）

1  3 1  1 

(会計)   (款)  (項) (目) 
一般会計  民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

⑪ ⑫ ⑬ ⑭

例）110 

1：明日を担う人が育つまちづくり

1：結婚・出産・子育て支援

0：(事業管理のためのコードです)

例）1－1 

1：結婚支援及び妊活・妊娠から子育て 

まで切れ目のない支援の充実

－1：（並び順のためのコードです）
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Ⅱ．施策の体系

結婚・出産・子育て支援

1-2 教育 1 知・徳・体の育成・自立する力の育成

2 多様なニーズに対応した教育の推進

4 こどもの遊び場・居場所づくり

5
子育て家庭の負担の軽減及び
ひとり親家庭への自立支援

6 児童虐待の防止

以下の図は、まちづくりの基本方向（大項目）から施策（小項目）までを体系化したものです。
各施策の中項目ごとに施策内容(小項目)を掲載しています。

結婚支援及び妊活・妊娠から子育て
まで切れ目のない支援の充実

1

まちづくりの基本方向
（大項目）

８

テーマ
（中項目）

明日を担う人が
育つまちづくり

1-1

２４

施策
（小項目）

青少年 1 青少年健全育成の推進

７１

1

2
ニート・ひきこもり対策、
ヤングケアラー支援

1-3

3
新しい時代の学びにふさわしい
教育環境づくりの推進

4 家庭・地域の教育力の向上

2 地域における子育て支援の強化

3 就学前保育・幼児教育の充実
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まちづくりの基本方向
（大項目）

テーマ
（中項目）

施策
（小項目）

2 感染症対策の継続的な実施

2 障害者の自立支援の充実

3 障害者の就労の支援

3-2 高齢者福祉

3-3 障害者福祉

1 地域包括ケアシステムの推進

3 高齢者の社会参加の促進

1 療育支援の充実

スポーツ・レクリエーションの充実

人生が楽しめる
まちづくり

2

3 こころの健康づくりの推進

4 介護予防事業の推進及び健康づくり

病気の予防・早期受診12-1 健康

5

支え合う安心な
まちづくり

3

2 介護保険サービスの充実

2 生活困窮者等への支援

2-2 学び・創造

地域福祉活動の推進1生活福祉3-1

1 生涯学習活動の推進

2 文化・芸術活動の支援

3 文化財の継承

5



まちづくりの基本方向
（大項目）

テーマ
（中項目）

施策
（小項目）

2 防災体制の強化

3 災害援助・復旧体制の確立

4 減災対策の推進

5-2

安全な暮らしを
守るまちづくり

5 防災5-1 地域防災力の向上1

人権の擁護1

2 男女共同参画の推進

誰もが自分らしく
暮らせるまちづくり

4 人権・男女共同参画4-1

4-2 多文化共生・平和　 1 多文化共生・人の交流の推進

2 平和への取組

防犯

5-3 交通

1 防犯活動の推進

2 空家等対策の推進

3 消費者相談体制の充実

5-4 消防

1 交通手段の充実・自転車施策の推進

2 交通安全の確保

1 消防体制の充実

2 地域の防火意識の向上

3 救急体制の充実

6



まちづくりの基本方向
（大項目）

テーマ
（中項目）

施策
（小項目）

6-3

6-2 環境

良好なまちづくりの推進1
未来に引き継ぐ環境と
共生するまちづくり

6 住環境6-1

自然環境保全

2 地域の憩いの場の確保

3 衛生的な生活環境の維持

1 ごみの減量化促進と適正なごみ処理

2

3 都市下水路の整備と適切な維持管理

活力にあふれた
にぎわいあるまちづくり

7 産業7-1 農業者への支援1

1 安全かつ強靭な水道事業運営の維持

2
公共下水道施設の整備と維持管理
及び健全な事業経営

6-4 上下水道

3 河川の整備と適切な維持管理

3 地球温暖化対策等の促進

1 道路の適切な維持管理

2 道路の計画的な整備

道路・河川

1 勤労者・就労支援7-2 労働環境

2 商業者への支援

3 工業者への支援

5 観光の振興

4 企業立地

7



まちづくりの基本方向
（大項目）

テーマ
（中項目）

施策
（小項目）

持続可能な都市経営8 情報発信・公開8-1 情報の発信・公開1

2 広聴活動

1 経営的な行政運営

2

8-2 行政運営

DXの推進・情報技術の活用

3 合理的な組織運営

2 コミュニティ活動への支援

4
公共施設マネジメント計画・インフラの
マネジメント計画の推進

1 健全な財政運営8-3 財政運営

8-4 協働・コミュニティ 1 協働のまちづくりの推進

8



9



 

施策の内容 

４ ) こ ど も の 遊 び
場・居場所づくり 

●公⺠館だけでなく⼩学校内の施設を活⽤した体験活動などを⾏い、こども
の放課後の居場所づくりを進めます。（⽣涯学習課） 

５) ⼦育て家庭の負
担の軽減及びひと
り親家庭への⾃⽴
⽀援 

●⼦育て家庭の経済的な負担を軽減するための⽀援をします。（こども⽀援課・

保育課・教育総務課・学務課） 
●ひとり親家庭が安定した⽣活を送るための⽀援をします。（こども⽀援課・こ

ども家庭保健課） 
●家庭環境や経済状況に影響されず、質の⾼い教育や⽣活習慣を⾝に付け
られるよう⽀援します。（こども⽀援課・⽣活⽀援課） 
●社会的な孤⽴に陥ることのないように、地域のこどもたちに⾷事、⾷材、
交流等の場を提供する取組を⽀援します。（こども⽀援課） 

６) 児童虐待の防⽌ ●⺟⼦保健機能と児童福祉機能による⼀体的な⽀援を⾏います。（こども家

庭保健課） 

●児童虐待の予防、早期発⾒、早期対応、再発防⽌を図ります。（こども家

庭保健課） 

●養育に困難を抱える家庭への⽀援に努めます。（こども家庭保健課） 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 110

1 3 1 1こども支援課

結婚新生活支援事業

19,311 19,311 19,311

11 結婚を希望する人が主体的に活動しやすい環境づくりを促進する。また、夫婦ともに
婚姻日における年齢が３９歳以下かつ世帯所得５００万円未満の世帯を対象に、結
婚に伴う新生活に係るコスト（家賃等）の一部を補助する。

-

1 3 2 2こども家庭保健課

子育て短期支援事業

690 690 690

21 保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難
となった場合、子育てに係る保護者の負担の軽減が必要な場合に、児童養護施設
等において、一定期間、養育・保護その他の支援を行う。

-

1 3 2 2こども家庭保健課

子育て世帯訪問支援事業

2,531 2,531 2,531

31 家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等
がいる家庭の居宅を訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとと
もに、家事・子育て等の支援を行う。

-

1 3 2 5こども発達センター

こども発達センター管理運営事
業

16,640 16,640 16,640

41 障害児及び発達に不安や課題のある児童の早期支援のため、関係機関と連携しな
がら、発達状況に応じた一貫した支援を行う。

-

1 3 2 5こども発達センター

親子教室運営事業

242 242 242

51 病気・障害のある乳幼児と保護者、発達や行動面に不安や課題のある乳幼児と保護
者を対象に、集団遊びや個別相談、保護者学習会などを行う。

-

1 3 2 5こども発達センター

発達障害児家族支援事業

511 511 511

61 発達障害児の特性を理解し、適切な対応に必要な知識や方法を身につけるための
連続講座やペアレント・プログラム等を開催。さらに保護者同士の悩みの共有、情報
交換等を行える場として家族サロンを実施する。

-

1 4 1 1こども家庭保健課

オンライン子育て支援事業

14,100 14,100 14,100

71 妊産婦や子育て中の方が、オンラインで小児科医、産婦人科医、助産師への相談
と、心理士のカウンセリングが受けられる。また、アプリやメールによるプッシュ型子育
て情報の発信、予防接種スケジュールの作成を行う。

-

1 4 1 3こども家庭保健課

母子愛育会育成事業

937 937 937

81 住民が取り組む地域での健康づくり活動に対し、育成支援する。-

1 4 1 3こども家庭保健課

乳幼児健康診査事業

17,007 20,288 20,020

91 4か月児、1歳6か月児、3歳児に健康診査を実施し、心身の発育発達の確認及び育
児上の課題を早期に発見し、安心して育児ができるように支援を行う。

-

1 4 1 3こども家庭保健課

親子健康教育相談事業

5,104 5,104 5,104

101 母子保健法に基づき、妊婦が妊娠、出産、育児に関する知識を深め、保護者が安心
して育児ができ、こどもが健全に発育発達できるよう、各種相談や教室を開催する。

-

1 4 1 3こども家庭保健課

妊産婦保健事業

163,181 163,181 163,181

111 母子保健法に基づき、妊娠届出者に母子健康手帳を交付するとともに、妊婦健康診
査・産婦健康診査・１か月児健康診査助成券を交付し、健康診査費用の一部を助成
する。

-

1 4 1 3こども家庭保健課

不妊検査費・不育症検査費助成
事業

4,150 4,150 4,150

121 少子化対策の一環として、不妊治療を考えている夫婦に対し、不妊症検査費・不育
症検査費の一部を助成することにより、経済的負担の軽減を図る。

-

1 4 1 3こども家庭保健課

妊娠・出産包括支援事業

37,604 37,604 37,604

131 妊娠前、妊娠・出産、子育て期にわたり、切れ目のない支援を行うため、各種事業を
実施する。

-

1 4 1 3こども家庭保健課

妊婦のための支援給付事業

146,889 146,889 146,889

141 妊娠期から切れ目のない支援を行う観点から、妊婦等に対する伴走型相談支援と併
せて、妊婦のための支援給付を行う。

-

1 3 2 1こども支援課

ファミリー・サポート・センター事
業

11,292 11,292 11,292

12 「子育ての援助を受けたい人」と「子育ての援助をしたい人」を会員として組織し、地
域における子育て援助活動を支援する事業。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 110

1 3 2 1こども支援課

子育て活動推進事業費補助事
業

350 350 350

22 子育て中の親子が相互に交流することを支援し、児童の健全育成を図るため、上尾
市子育て活動推進事業費補助金交付要綱に基づき、子育て自主グループの連合体
に対し補助金を交付する。

-

1 3 2 1こども支援課

地域子育て支援拠点運営事業

109,067 109,067 109,067

32 親子が交流を行う場を提供し、子育てに関する相談や情報提供等を行う。市直営１
か所及び社会福祉法人等１１団体で実施されており、このうち社会福祉法人等に対
し事業の実施に必要な経費を対象として補助金を交付する。

-

1 3 2 1こども支援課

子ども・子育て支援制度推進事
業

360 492 8,324

42 上尾市子ども・子育て会議において、上尾市こども計画（子ども・子育て支援事業計
画及び子どもの貧困対策計画を包含）を策定し、事業の進捗管理を行う。また、特定
教育・保育施設等の利用定員の設定について審議する。

-

1 3 2 1こども家庭保健課

里親制度普及・啓発事業

20 20 20

52 家庭環境に恵まれない児童に温かい理解のある愛情豊かな家庭を提供し、その健
全な育成を図ることを目的とする里親制度の普及・啓発を図る。

-

1 3 2 1こども家庭保健課

地域子育て相談機関運営支援
事業

21,180 20,839 20,839

62 妊産婦、子育て世帯、こどもが気軽に相談できる子育て世帯の身近な相談機関とし
て、こども家庭保健課と連携し支援を行うもの。

-

1 3 2 4子育て支援センター

子育て支援センター運営事業

548 548 548

72 「親子及び親同士の交流の場の提供」、子育てに関する「講座の開催」「相談支援」
「訪問支援」「情報の提供」等により子育て中の家庭を支援する。

-

1 3 2 1保育課

認可保育所運営支援事業

12,149 12,149 12,149

13 認可保育所の通常保育、延長保育、一時保育事業等の保育運営を行うための事
業。

-

1 3 2 1保育課

保育士研修事業

974 974 974

23 主に公立保育所の保育士等の職員のほか、市内の認可保育所等の職員の資質を
向上するため実施する研修事業。

-

1 3 2 1保育課

民間保育所施設整備事業

450,628 － －

33 上尾市保育環境整備計画に沿って、民間保育所等の施設整備に対して補助を行
う。

-

1 3 2 1保育課

保育士人材確保事業

72,916 81,600 81,600

43 保育士の人材確保を図るため、市内保育施設等に対して、就労支援金を交付するほ
か、官民協働で保育士及び幼稚園教諭の就職説明会を開催する。

-

1 3 2 2保育課

民間保育所運営費等補助事業

757,971 777,971 777,971

53 児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づき運営する民間保育所等に対し、地域
子ども子育て支援事業及び多様な保育ニーズに対応した事業に係る経費を補助す
る。

-

1 3 2 2保育課

民間教育・保育施設運営費給付
事業

5,404,631 5,507,338 5,507,338

63 児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づき、民間教育・保育施設として給付対
象となる施設に対し、給付費（国が定めた保育単価(公定価格)）等を支払うもの。

-

1 3 2 2保育課

地域型保育事業

1,637,240 1,637,240 1,637,240

73 子ども・子育て支援法に基づき、上尾市の支給認定こどもが地域型保育施設を利用
した際、給付費（国が定めた保育単価（公定価格））等を施設に支払うもの。

-

1 3 2 2保育課

病児・病後児保育事業

39,251 39,251 39,251

83 子ども子育て支援事業の一つである「病児保育事業」は、保護者が就労している場
合等において、こどもが病気の際に自宅での保育が困難な場合、病院・保育所等に
おいて病気の児童を一時的に保育をする事業。

-

1 3 2 2保育課

幼児教育・保育無償化対応事業

920,000 920,000 920,000

93 ３歳から５歳の幼児教育・保育無償化が令和元年１０月から実施されたことに伴い、新
制度未移行幼稚園における利用給付や幼稚園預かり保育無償化等の事業について
対応するもの。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 110

1 3 2 3保育課

市立保育所管理運営事業

322,273 322,337 322,337

103 公立保育所を運営するために必要な事業を行う。-

1 3 2 3保育課

市立保育所施設改修事業

112,993 112,993 112,993

113 公立保育所は、昭和40年代に建設された保育所が多く施設や設備が老朽化してい
る。このため、計画的な改修を図るとともに、緊急の修繕にも対応していく。

-

1 3 2 3保育課

市立保育所英語体験事業

6,985 6,970 6,970

123 市立保育所に英語を母国語とする外国人指導員を月２回、１回２時間程度派遣し、こ
どもたちが通常の保育の中で、歌や遊びを通して英語に触れる機会を創出する。

-

1 9 1 3指導課

幼稚園･保育所と小学校の連携
推進事業

244 244 244

133 幼児教育の推進を図るため、上尾市幼児教育推進協議会を設置するとともに、幼児
期から児童期への滑らかな接続･移行のため、幼稚園・認定こども園及び保育所と小
学校との連携を推進する。

-

1 3 2 1こども支援課

こどもの居場所づくり応援事業

2,149 2,149 2,149

14 こどもの自立や健やかな成長を促し、支援が必要なこどもを行政等につなげる「こども
の居場所」を整備するため、こどもの居場所の運営等を行う団体（こども食堂等）に対
する食材費等の補助や普及・啓発を行う事業。

-

1 3 2 6青少年課

放課後児童健全育成事業

877,880 878,756 878,756

24 放課後、保護者が労働等により不在となる家庭の小学校児童に対して、適切な遊び
や生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業。

-

1 3 2 6青少年課

放課後児童クラブ整備事業

57,277 5,973 －

34 放課後児童健全育成事業の実施に必要な放課後児童クラブ（公設）の整備を図る事
業。

-

1 3 2 8青少年課

児童館アッピーランド管理運営
事業

56,878 56,878 56,878

44 児童の健全育成に寄与するため設置された上尾市児童館アッピーランドの管理運営
に関する事業。

-

1 3 2 8青少年課

児童館こどもの城管理運営事業

64,041 62,985 62,985

54 児童の健全育成に寄与するため設置された上尾市児童館こどもの城の管理運営に
関する事業。

-

1 9 4 1生涯学習課

放課後子ども教室運営事業

5,007 5,007 5,007

64 児童の放課後における安全安心な居場所を確保し、様々な学習や体験等の取組を
実施するもの。

-

1 3 1 1こども支援課

自立支援医療費(育成医療)支給
事業

1,049 1,049 1,049

15 １８歳未満の障害があるこどもが、手術などの治療によりその症状が軽くなり、日常生
活が容易にできるようになると認められる場合に、その治療に要する医療費の一部を
支給する。

-

1 3 2 1こども支援課

こども医療費支給事業

1,130,393 1,130,393 1,130,393

25 こどもの保健の向上と福祉の増進を目的として、18歳年度末までのこどもに対する医
療費の一部を助成する。

-

1 3 2 1こども支援課

ひとり親家庭等医療費支給事業

137,468 137,468 137,468

35 父又は母のいない家庭や、父又は母が一定の障害の状態にある家庭の児童とその
親、又は親に代わって児童を養育している人の医療費の一部を助成する。

-

1 3 2 1こども支援課

交通遺児手当支給事業

144 144 144

45 交通事故によって養育者を失った児童を激励するとともに、健やかな育成と福祉の
増進を図ることを目的として、上尾市交通遺児手当支給条例に基づき一人につき１
月当たり3,000円を交通遺児手当として支給する。

-

1 3 2 1こども支援課

ひとり親家庭自立支援給付金支
給事業

34,041 34,041 34,041

55 ひとり親家庭が安定した就労に有利となる資格取得のため養成機関で修業する場合
や、高等学校卒業程度認定試験の対策講座を受講する場合に、給付金を支給し経
済的負担の軽減を図る。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 110

1 3 2 1こども支援課

ひとり親家庭・生活困窮者等学
習支援事業

36,984 36,984 36,984

65 生活保護家庭、生活困窮家庭及び児童扶養手当（全部支給・一部支給）を受給する
ひとり親家庭等の小５～高校生相当に対し、学習教室の開催や家庭訪問等の手法
により学習、生活、進路等の相談を行う。

-

1 3 2 1こども支援課

ひとり親家庭養育費確保支援事
業

808 808 808

75 ひとり親家庭に対し、養育費に関する公正証書等作成にかかる手続きに要した経費
を補助することで、養育費の取決めの債務名義化を促進し、養育費の履行確保によ
りこどもの生活水準及びひとり親家庭の福祉の向上を図る。

-

1 3 2 2こども支援課

児童手当支給事業

4,543,620 4,543,620 4,543,620

85 家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな
成長に資することを目的として、児童を養育する人に児童手当を支給する。

-

1 3 2 2こども支援課

児童扶養手当支給事業

671,154 671,154 671,154

95 父又は母のいない家庭や父又は母が一定の障害の状態にある家庭の児童の親、親
に代わって児童を養育している人に児童扶養手当を支給し、生活の安定と自立を助
け、こどもの福祉の増進を図る。

-

1 3 2 2こども家庭保健課

母子生活支援施設等入所委託
事業

10,438 10,438 10,438

105 母子家庭の母とこどもの生活の安定を図るため、支援施設等への入所により保護し、
自立に向けた支援を行う。

-

1 4 1 3こども支援課

未熟児養育医療費給付事業

19,809 19,809 19,809

115 母子保健法に基き、入院を必要とする１歳未満の未熟児に対して、その治療に必要
な医療費を市が負担する。

-

1 9 1 2教育総務課

入学準備金・奨学金貸付事業

6,084 6,084 6,084

125 進学の意欲を有するが経済的理由により修学困難な人のために、入学準備金・奨学
金の貸し付けを行う。（独）日本学生支援機構等が実施する奨学金のうち、利子の一
部を補助する奨学金利子支援補助金を交付する。

-

1 9 2 1教育総務課

「朝のこどもの居場所」運営事業

1,288 1,288 1,288

135 「朝の小１の壁」問題の解消のため、登校開始前までの時間を学校施設などを利用し
て、児童が安全にそして安心して過ごすことができる居場所を提供する。

-

1 9 2 2学務課

小学校就学援助費補助事業

42,269 37,314 35,459

145 経済的理由により就学が困難と認められる、市内に住所を有し、国、埼玉県又は市が
設置する小学校に在籍する児童及び次年度小学校入学予定児童の保護者に対し
て、就学に必要な学用品費、修学旅行費等の一部を支給する。

-

1 9 2 2学務課

小学校特別支援教育就学奨励
事業

4,489 4,655 4,829

155 市内小学校に就学する一定の障害の程度に該当する児童の保護者または市内小
学校の特別支援学級に就学する児童の保護者の経済的負担を軽減するため、その
負担能力の程度に応じ、就学のための経費の一部を支給する。

-

1 9 3 2学務課

中学校就学援助費補助事業

30,872 25,217 25,405

165 経済的理由により就学が困難と認められる、市内に住所を有し、国、埼玉県又は市が
設置する中学校に在籍する生徒及び次年度中学校入学予定生徒の保護者に対し
て、就学に必要な学用品費、修学旅行費等の一部を支給する。

-

1 9 3 2学務課

中学校特別支援教育就学奨励
事業

5,299 6,347 7,197

175 市内中学校に就学する一定の障害の程度に該当する生徒の保護者または市内中
学校の特別支援学級に就学する生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その
負担能力の程度に応じ就学のための経費の一部を支給する。

-

1 9 3 2学務課

地域クラブ活動参加者支援事業

594 594 594

185 経済的に困窮する家庭に在籍する児童生徒が、地域クラブ「ＡＧＥＯ地域クラブ」に
おいて、他の児童生徒と同様に豊かなスポーツ・体験活動ができるように、クラブ参加
に要する費用を支援するもの。

-

1 3 2 1こども家庭保健課

児童虐待防止等対策事業

364 364 364

16 虐待からこどもを守るために、相談体制や市こども支援ネットワークの連携を強化し、
虐待の早期発見・対応を図るとともに、関係機関や市民などを対象に虐待防止のた
めの啓発等を行う。

-

1 3 2 2こども家庭保健課

未就園児等訪問事業

100 100 100

26 保育所、幼稚園、認定こども園などへの入所（園）をしていないために、地域とつなが
りのない児童のいる家庭を対象として家庭訪問を行い、児童の状況を把握するととも
に保護者に対して子育て等に関する相談支援を行う。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 110

1 3 2 2こども家庭保健課

親子関係形成支援事業

186 186 186

36 子育てに悩みや不安を抱えている保護者に対し、講義やグループワーク等を通じて
情報の提供、相談及び助言を行うとともに、保護者同士が悩みや不安を共有すること
により、親子間における適切な関係性の構築を図る。

-

1 4 1 3こども家庭保健課

親子訪問指導事業

233 233 233

46 妊婦または生後３か月くらいまでの乳児のいるすべての家庭を助産師・保健師が訪
問し、妊娠中の生活や出産・育児についての相談に応じ、育児の孤立化を予防す
る。

-

1 3 2 1こども支援課

児童福祉システム運用管理事業

89,323 63,825 63,825

19 児童福祉分野の市民サービス向上を図るため、児童手当、児童扶養手当、こども医
療、ひとり親医療、子ども・子育て支援の業務について、基本となる情報管理を行う児
童福祉システムを運用管理する。

-

1 3 2 1こども支援課

こども支援課一般事務費

587 587 587

29 子育て支援事業事務及び課の運営に関する事務経費。-

1 3 2 1こども家庭保健課

こども家庭保健課一般事務費

1,474 1,474 1,474

39 こども家庭保健課の運営に関する事務経費。-

1 3 2 1保育課

保育課一般事務費

139 139 139

49 保育所管理、保育所入所、相談業務を行う保育課の事務費用。-

1 3 2 4子育て支援センター

子育て支援センター一般事務費

486 486 486

59 子育て支援センターの運営に関する事務経費。-

1 4 1 6こども家庭保健課

こども保健センター管理運営事
業

20,959 21,867 21,867

69 妊産婦および乳幼児の健康の保持増進に関する包括的な支援を行う、こども保健セ
ンターを運営する。

-

1 3 2 1職員課

職員人件費【児童福祉総務費】

530,696 530,696 530,696

9999 児童福祉総務費に係る職員人件費。-

1 3 2 1職員課

会計年度任用職員人件費【児童
福祉総務費】

93,085 93,085 93,085

9999 児童福祉総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 3 2 3職員課

職員人件費【保育所費】

1,445,145 1,445,145 1,445,145

9999 保育所費に係る職員人件費。-

1 3 2 3職員課

会計年度任用職員人件費【保育
所費】

692,905 692,905 692,905

9999 保育所費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 120

1 9 1 3指導課

学校教育支援事業

3,740 4,640 4,490

11 校外行事引率者の入場料等を支援する。魅力ある学校づくりの推進のため各校に教
育課題の研究を委嘱し、創意工夫を生かした教育活動を展開させる。部活動生徒の
全国大会等への参加経費を補助し参加生徒の負担軽減を図る。

-

1 9 1 3指導課

教科用図書等整備事業

5,597 5,238 8,083

21 体育の準教科書の配布や、社会科副読本の作成・配布をし、授業の充実を図る。-

1 9 1 3指導課

指導方法改善事業

47,730 48,325 200,202

31 適切な教育課程の編成・実施及び授業や部活動時の教員の指導方法改善のため、
教師用指導資料を購入し、部活動外部指導者を配置する。全校にICT支援員を派
遣し、中学校にデジタル採点システム、触れる地球を導入する。

-

1 9 1 3指導課

音楽会等開催事業

2,108 2,108 2,108

41 表現及び鑑賞を通して、音楽性を伸ばすとともに、音楽を愛好する心を養い、情操豊
かな児童生徒の育成を図る。

-

1 9 1 3指導課

中学生海外派遣研修事業

24,029 24,029 24,029

51 市立中学校３年生の生徒２２名をオーストラリア　ロッキャーバレー市に１１日間派遣
し、ホームステイや現地学校での授業等への参加、ロッキャーバレー市との交流等を
行う。

-

1 9 1 3指導課

児童生徒体力向上推進事業

6,295 6,295 6,295

61 各小・中学校の児童生徒の体力の向上を目指し、小学校体育連盟や中学校体育連
盟の事業を補助するとともに、各学校における積極的な体力向上の取組を推進す
る。

-

1 9 1 3指導課

中学生社会体験チャレンジ事業

825 825 825

71 生徒一人一人の勤労観や職業観を育成するとともに、社会性・自立心等を養うことを
目的に、市内の各事業所において、中学２年生を対象として、２日間の社会体験活
動を実施する。

-

1 9 1 3指導課

いじめ対策等生徒指導推進事業

1,574 1,574 1,574

81 いじめの未然防止や解消を目的として、標語作成などの取組を推進するとともに、市
内各校、上尾警察署、関係機関等で構成される市生徒指導推進協議会の活動を推
進する。

-

1 9 1 3指導課

学力向上支援事業

11,921 11,921 11,921

91 各小・中学校児童生徒の基礎的な学力の実態を把握し、教育課程の編成や学習指
導の工夫改善に役立てることを目的として学力検査を実施する。

-

1 9 1 3指導課

英語教育推進事業

166,476 166,476 166,476

101 文部科学省から教育課程特例校の指定を受け、小学校１年生から英語活動を実施
する。また、各小・中学校にALTを配置するとともに小学生対象の「あげおEnglish 
Party」を開催し、英語教育の充実を図る。

-

1 9 2 1教育総務課

小学校管理運営事業

1,246,646 1,232,445 696,917

111 小学校の維持管理に必要な工事や備品の整備等を実施する。-

1 9 2 2教育総務課

小学校図書整備事業

14,372 14,372 14,372

121 子どもたちの自主的・自発的な学習活動を支援するとともに、豊かな感性や情操をは
ぐくむ読書活動を推進する役割を担う学校図書館図書の整備を推進する。

-

1 9 2 2教育総務課

小学校教育教材整備事業

20,068 20,068 20,068

131 授業等で使用する学習教材の整備・充実を図る。-

1 9 3 1教育総務課

中学校管理運営事業

379,116 379,116 379,116

141 中学校の維持管理に必要な工事や備品の整備等を実施する。-

1 9 3 2教育総務課

中学校図書整備事業

12,415 12,415 12,415

151 子どもたちの自主的・自発的な学習活動を支援するとともに、豊かな感性や情操をは
ぐくむ読書活動を推進する役割を担う学校図書館図書の整備を推進する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 120

1 9 3 2教育総務課

中学校教育教材整備事業

11,111 11,111 11,111

161 授業等で使用する学習教材の整備・充実を図る。-

1 9 5 1学校保健課

学校健康診断及び健康管理事
業

90,900 90,900 90,900

171 内科・歯科などの定期健康診断や日常の健康観察、学校保健組織活動を小・中学
校で実施する。

-

1 9 5 2学校保健課

小学校給食室設備整備事業

49,595 49,595 49,595

181 毎日の給食調理に必要な給食室備品の購入や修繕などの整備を行う。また、厨房機
器の保守点検やガス機器・冷機器の清掃、点検を定期的に実施する。

-

1 9 5 2学校保健課

小学校給食食器更新事業

13,184 13,184 13,184

191 小学校給食で使用する食器（ボウル、二つ仕切り皿、トレイ）について、経年劣化や
破損により安全性が低下することから、順次更新する。

-

1 9 5 2学校保健課

小学校給食管理運営事業

734,864 734,864 734,864

201 学校給食運営委員報酬、給食室燃料費、学校給食関係職員研修会経費、学校給食
献立作成用ソフト使用料、学校給食関係団体負担金などの事務経費、小学校の栄
養士（会計年度任用職員）の旅費及び小学校給食の食材費である。

-

1 9 5 2学校保健課

小学校給食室衛生管理推進事
業

41,098 41,098 41,098

211 小学校給食室の衛生管理に必要な消耗品、細菌検査、白衣等のクリーニング、包丁
とぎ、給食室洗浄消毒などを行う事業である。

-

1 9 5 3中学校給食共同調理場

調理場備品等整備事業

73,772 148,062 93,568

221 共同調理場及び各中学校（11校）給食室の設備、厨房調理機器等の整備・更新を行
うもの。

-

1 9 5 3中学校給食共同調理場

中学校給食調理委託事業

252,945 252,945 252,945

231 適正な人員確保、経費縮減等の観点から、共同調理場及び各中学校（11校）給食室
における給食調理業務、配送業務、食器器具類の洗浄業務及び第一種圧力容器運
転管理業務を委託するもの。

-

1 9 5 3中学校給食共同調理場

中学校給食献立作成事業

137 137 137

241 給食献立の原案を共同調理場で作成し、学校職員（校長、教頭、給食主任）、学校
栄養士等からなる献立専門委員会及び物資専門委員会にて審議・決定し、献立を
作成し調達する物資を決定するもの。

-

1 9 5 3中学校給食共同調理場

中学校給食共同調理場管理運
営事業

524,024 527,912 528,272

251 共同調理場及び各中学校（11校）給食室の維持管理、衛生管理及び食材の購入に
係るもの。

-

1 9 1 3学務課

外国人学校児童生徒保護者補
助事業

132 132 132

12 本市に在住し、かつ、外国人学校に在籍する児童生徒の保護者に対し教育費負担
の軽減を図るために補助金を交付し、義務教育相当年齢の児童生徒の教育環境の
充実を図る。

-

1 9 1 3学務課

スクールロイヤー活用事業

1,456 1,456 1,456

22 スクールロイヤーによる助言・アドバイザー業務、研修業務等を委託するための経
費。

-

1 9 1 3指導課

特別支援教育推進事業

231 231 231

32 特別支援学級担任、特別支援教育コーディネーターの資質向上を図り、担当者育成
のための研修会を実施する。また、市民に障害及び障害者理解について啓発する。

-

1 9 1 3指導課

特別支援教育マイスター派遣事
業

1,257 1,257 1,257

42 各小・中学校からの要請に応じて各校に上尾市特別支援教育マイスターを派遣し、
特別支援学級または通級指導教室担当教員への指導・支援を行う。

-

1 9 1 4教育センター

教育センター管理運営事業

590 590 590

52 教育センターを管理運営するための経費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 120

1 9 1 4教育センター

さわやか相談室運営事業

160 160 160

62 いじめや不登校などの問題行動の未然防止とその解消を目的として、いつでも気軽
に児童生徒や保護者の相談に応じ、児童生徒が安心して生活できる場と機会を提供
するため、さわやか相談室相談員を配置する。

-

1 9 1 4教育センター

不登校対策事業

1,645 1,531 1,531

72 不登校状態の児童生徒に対し、よりよい成長と自立を促し、社会的自立を目指すた
め指導支援を行う学校適応指導教室を運営する。

-

1 9 1 4教育センター

教育相談事業

244 244 244

82 児童生徒の健やかな成長のため、面接、電話、訪問、電子メールなどによる教育相
談を行い、共に考えながら問題の解決を図る。内容により各種知能・発達検査も行
い、子どもの自立を支援する。

-

1 9 1 4教育センター

就学支援委員会運営事業

561 561 561

92 上尾市立小・中学校への就学予定者及び小・中学校に在籍する児童生徒で、障害
等により教育上特別な配慮を要する者に対して、より適切な就学先の審議・判断を行
う就学支援委員会を運営する。

-

1 9 1 4教育センター

いじめ根絶対策事業(相談事業)

149 149 149

102 「いじめホットライン」を設置し、いじめられている児童生徒の相談窓口とすることで、
児童生徒の問題行動等の解決を図る。

-

1 9 5 1学校保健課

要保護児童生徒医療費援助事
業

111 111 111

112 要保護者となっている市内小・中学校在籍児童生徒の保護者に対し、学校病（感染
性又は学習に支障を生ずるおそれのある疾病）の治療に要する医療費を援助する。

-

1 9 5 2学校保健課

学校給食費支援事業

14,013 14,013 14,013

122 要保護に準じて生活に困窮していると認めた市内の小・中学校に在籍している児童
生徒の保護者に学校給食費の援助を行う。

-

1 9 1 2教育総務課

学校環境美化推進事業

85,282 85,282 85,282

13 学校の清掃や簡易な修繕などの環境美化等業務を委託する。-

1 9 1 3学務課

通学区域検討事業

228 228 228

23 小・中学校の通学区域の編成に関し基本的かつ総合的に調査審議するための「上
尾市立小・中学校通学区域審議会」を運営するための経費。

-

1 9 1 3学務課

小・中学校業務改善支援事業

10,385 185,337 65,958

33 教員がより一層児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備することを
目的とし、教員の業務支援を行う補助員を配置する。

-

1 9 1 5新しい学校づくり推進室

学校施設更新計画推進事業

1,746,812 5,546,857 6,396,691

43 学校施設更新計画のコンセプト「持続可能な教育環境づくり」の実現を目指し、新し
い時代の学びにふさわしい学校づくり、子供たちの学びに望ましい学校規模の維
持、計画的・効率的な学校施設の更新の取組を推進する。

-

1 9 1 5新しい学校づくり推進室

水泳指導委託事業

111,035 119,224 123,294

53 「今後の上尾市立学校の水泳授業の基本方針（令和7年3月）」に基づき、民間スイミ
ングスクールを活用した水泳授業を実施するもの。

-

1 9 2 1教育総務課

小学校コンピュータ整備事業

323,768 323,768 323,768

63 文部科学省が打ち出した「GIGAスクール構想」の実現に向けて、学習者用端末や
ネットワーク環境等、ICT環境の充実を図る。また、校務の効率化を促進するために
校務用パソコン等の整備及び保守管理を実施する。

-

1 9 2 1教育総務課

緑のカーテン整備事業

552 552 552

73 夏期の教室の温度上昇の抑制、地球温暖化防止対策として校舎にヘチマやゴーヤ
などを這わせた緑のカーテンを設置する。

-

1 9 3 1教育総務課

中学校コンピュータ整備事業

207,828 207,828 207,828

83 文部科学省が打ち出した「GIGAスクール構想」の実現に向けて、学習者用端末や
ネットワーク環境等、ICT環境の充実を図る。また、校務の効率化を促進するために
校務用パソコン等の整備及び保守管理を実施する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 120

1 9 5 1学校保健課

学校安全パトロール事業

3,542 3,542 3,542

93 児童生徒の安全及び地域の防犯に資するため、学校・ＰＴＡ及び地域のボランティア
が連携し合い、市内中学校区を単位として青色回転灯付きパトロールカーにより巡回
する。

-

1 9 1 3指導課

部活動地域展開推進事業

12,814 12,814 12,814

14 部活動の充実のため中学校に部活動指導員を設置し適切な地域展開を検討する部
活動地域展開推進協議会を設置する。また、新たな地域クラブ活動を運営するため
地域クラブ統括コーディネーター業務を委託する。

-

1 9 1 3指導課

コミュニティ・スクール推進事業

1,821 1,821 1,821

24 学校・家庭・地域が一体となり、より良い教育の実現に取り組むため、保護者や地域
の方々が、学校運営協議会を通して学校運営に参画する。学校応援団の活動を支
援し、学校の活性化と家庭・地域の教育力の向上を図る。

-

1 9 1 1教育総務課

教育委員会運営事業

4,514 4,514 4,514

19 教育行政についての方針や施策の決定、課題への対応を図るため教育委員会定例
会・臨時会を開催している。教育委員（５名）の報酬・費用弁償等の費用。

-

1 9 1 2教育総務課

教育委員会事務局事業

3,954 3,954 3,954

29 教育委員会事務局職員の旅費、需用費、役務費等、教育委員会事務局における経
費。

-

1 9 1 2教育総務課

市費学校職員健康診断事業

515 515 515

39 市費学校職員（給食調理員・用務員）に腰痛健康診断を実施する。-

1 9 1 3学務課

教職員人事及び就学事務事業

1,623 1,623 1,623

49 教職員人事及び就学事務に要する経費。-

1 9 1 3学務課

教育関係団体振興推進事業

1,882 1,882 1,882

59 小・中学校及び埼玉県定時制・通信制高校の教育活動の充実・推進等を目的として
活動する各団体に対する負担金に係る経費。

-

1 9 1 3指導課

学校家庭連携推進事業

1,188 1,188 1,188

69 災害時の緊急連絡や学校行事に関する連絡等を、学校から保護者の携帯電話やパ
ソコンのメールアドレスに一斉配信するシステムを導入し、学校と家庭の緊急時等の
連携を推進する。

-

1 9 1 3指導課

指導課一般事務費

96 96 96

79 研修・会議・視察等に要する旅費を支出し、事務用品等の消耗品を購入する。-

1 9 5 1学校保健課

教職員健康管理事業

18,518 18,518 18,518

89 学校保健安全法で定められた教職員健康診断・胃検診及び労働安全衛生法に定め
られた面接指導やストレスチェックを実施する。

-

1 9 5 1学校保健課

学校環境衛生検査事業

13,094 13,094 13,094

99 学校の環境を衛生的に保持するため、学校薬剤師による定期環境検査を実施する。
検査結果により、学校への指導助言等を行い、必要な改善を図る。

-

1 9 5 1学校保健課

保健室管理運営事業

4,803 4,803 4,803

109 小・中学校の保健室で使用する医薬品や保健室備品の整備や、オージオメータ・計
量器の定期検査を行う。

-

1 9 5 1学校保健課

児童生徒安全推進事業

20,126 20,126 20,126

119 ・小中学校へのＡＥＤの配備、教職員向けの心肺蘇生法講習などを行う。・学校管理
下における災害に対し、保護者の負担を軽減するため、災害共済給付金制度（医療
費、障害見舞金又は死亡見舞金）に加入する。

-

1 9 5 1学校保健課

学校保健課一般事務費

710 710 710

129 学校保健事業推進のための学校保健課の事務経費及び各関係団体に対する団体
運営のための負担金や交付金である。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 120

1 9 1 2職員課

職員人件費【教育事務局費】

493,535 493,535 493,535

9999 事務局費に係る職員人件費。-

1 9 1 2職員課

会計年度任用職員人件費【事務
局費】

602,525 602,525 602,525

9999 事務局費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 9 3 1職員課

職員人件費【中学校管理費】

6,304 6,304 6,304

9999 中学校管理費に係る職員人件費。-

1 9 5 2職員課

職員人件費【学校給食費】

289,884 289,884 289,884

9999 学校給食費に係る職員人件費。-

1 9 5 2職員課

会計年度任用職員人件費【学校
給食費】

271,240 271,240 271,240

9999 学校給食費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 130

1 3 2 6青少年課

柔道・剣道錬成事業

3,008 3,008 3,008

11 武道を通して青少年の健全育成を推進するため、小学生・中学生を対象に柔道・剣
道の教室を実施する事業。

-

1 3 2 6青少年課

青少年相談員補助事業

523 523 523

21 埼玉県知事が委嘱した埼玉県青少年相談員のうち、市内に在住・在勤・在学する者
で構成する上尾市青少年相談員協議会に対して補助を行う事業。

-

1 3 2 6青少年課

青少年育成推進員協議会補助
事業

322 322 322

31 青少年の健全育成のため、市から委嘱された青少年育成推進員で構成する上尾市
青少年育成推進員協議会に対して補助を行う事業。

-

1 3 2 6青少年課

子ども会育成連合会補助事業

5,618 5,618 5,618

41 市内子ども会活動の充実と円滑な運営を助長するとともに、市内のこどもたちの健全
育成に寄与することを目的として組織された上尾市子ども会育成連合会に対して補
助を行う事業。

-

1 3 2 6青少年課

青少年育成連合会補助事業

6,765 6,765 6,765

51 青少年の健全育成を図るため、広く市民の総意を結集し、次代を担う青少年が健や
かに成長することを目的に組織された上尾市青少年育成連合会に対して補助を行う
事業。

-

1 3 2 6青少年課

幕別町交流事業

1,553 1,341 1,555

61 ホームステイなどを通じて郷土に誇りと愛着を持ち、素直で思いやりのある心を養うこ
とを目的に、上尾市子ども会育成連合会と北海道中川郡幕別町（旧忠類村）が実施
する交流事業に対して補助を行う事業。

-

1 3 2 6青少年課

少年愛護センター運営事業

2,587 2,587 2,587

71 少年の健全な育成や非行の防止および少年対策の総合的な推進を図るために設置
した上尾市少年愛護センターの運営を行う事業。

-

1 3 2 7青少年課

青少年センター管理事業

10,158 97,445 10,930

81 青少年の健全な育成を図るために設置された上尾市青少年センターの維持管理に
関する事業。

-

1 3 2 2こども家庭保健課

こども・若者自立支援事業

13,736 13,736 13,736

12 ひきこもりや不登校など困難を有するこども・若者のための居場所の設置や支援団体
等との連携により、自立支援を行う。

-

1 3 2 6青少年課

青少年課一般事務費

295 385 295

19 青少年課の事務に係る費用。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 210

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者健康診査事業

242,503 251,840 261,551

11 被保険者に対し健康診査を実施することにより、生活習慣病の早期発見及び重症化
の予防を図り、健康の保持増進につなげる事業。

-

1 4 1 1健康増進課

歯科保健推進事業

1,066 1,066 1,066

21 歯科口腔保健の推進に関する条例に基づき、総合的施策を継続的かつ効果的に実
施する。歯科保健行政の協力団体である北足立歯科医師会に補助金・負担金を交
付する。

-

1 4 1 1健康増進課

救急医療体制整備事業

176,556 176,556 138,694

31 平日夜間及び休日急患診療所（初期救急）の運営、日・祝・年末年始の産科医療に
対する在宅当番医の配備、病院群輪番制による第二次救急医療体制及び小児二次
救急医療体制を整備する。

-

1 4 1 1健康増進課

上尾市医師会補助事業

12,105 12,105 12,105

41 地域医療の充実を図るため、その中心となる上尾市医師会の運営費及び地域医療
研究費等に対して補助金を交付する。また、地域医療の人材確保及び育成のため、
医師会看護学校の運営費に対して補助金を交付する。

-

1 4 1 2健康増進課

各種検(健)診事業

327,157 327,157 327,157

51 市民の疾病の予防及び早期発見のため、胃がん等の各種がん検診や骨粗しょう症
等の各種検診、成人歯科等の健康診査を実施する。

-

1 4 1 3健康増進課

健康増進事業

1,236 1,236 1,236

61 健康増進法に基づき、健康増進事業（健康教育・健康相談）を実施する。生活習慣
病の予防等、個々の健康管理に必要な助言を行い、市民の健康の保持増進を促
す。また、熱中症予防対策を行う。

-

1 4 1 3健康増進課

食生活改善推進事業

915 915 915

71 子どもから高齢者までライフステージに対応した食生活を通じ、生涯にわたり健康に
暮らすことができるよう食育活動を行うとともに、食生活改善推進員の育成や、地域へ
の食育普及を目的とした組織活動に対する助成を行う。

-

2 4 1 1保険年金課

特定健康診査・特定保健指導事
業

185,659 185,659 185,659

81 ４０歳から７４歳までの被保険者を対象に特定健康診査・特定保健指導を行う事業。
市は、保険者として国保加入者を対象に当該健康診査及び保健指導を実施する。

-

2 4 2 1保険年金課

保健普及事業

31,409 31,409 31,409

91 被保険者の健康保持・増進を目指し、人間ドック、各種検診などの補助を行うもの。-

2 4 2 1保険年金課

糖尿病性腎症重症化予防対策
事業

7,026 7,026 7,026

101 国保加入者の健康増進や増加する医療費を抑制するため、特定健診の結果等を分
析し、糖尿病重症化リスクの高い未受診者・受診中断者に対する受診勧奨や、糖尿
病性腎症で通院するハイリスク者に対する保健指導を実施。

-

1 4 1 2健康増進課

予防接種事業

773,900 773,900 773,900

12 予防接種法で定められているＡ類疾病及びＢ類疾病の予防接種を実施し、発症を予
防する。

-

1 4 1 3健康増進課

精神保健事業

2,310 2,310 2,310

13 こころの健康づくりの推進及び市民のメンタルヘルス向上のため、医師・心理士・精
神保健福祉士による相談、保健師による個別援助、家族支援を行う。また自殺総合
対策大綱に基づき自殺対策・予防啓発を実施する。

-

1 3 1 3高齢介護課

高齢者補聴器購入費助成事業

4,000 4,500 5,000

14 加齢性難聴を有する高齢者に対し、補聴器の利用を支援することで、社会的孤立の
防止及び日常生活の質の向上、認知症及びフレイル（虚弱）予防を目指して、地域
社会への積極的な参加の促進を図る。

-

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者保健普及事業

25,180 27,400 29,820

24 疾病の予防や健康の保持増進のため実施する人間ドック検診料補助事業。また高
齢者の保健事業を国民健康保険の保健事業及び介護予防の取り組みと一体的に実
施する。

-

6 4 1 1地域支援室

介護予防・生活支援サービス事
業（地域支援室分）

521,027 573,130 630,443

34 要支援者等が通所型及び訪問型サービスの提供を受けた時、利用者の負担割合に
応じ、保険者（市）がその残りを負担する仕組み。保険者分をサービス費として国保
連合会に支払い、国保連合会が事業者に支払う代理受領制度。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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6 4 1 2高齢介護課

一般介護予防事業評価事業

－ － 3,980

44 一般介護予防事業の対象者数、参加者数、参加者の事業参加前後のデータ等を常
に収集･整理し、評価をする。

-

6 4 1 4地域支援室

家族介護支援事業（地域支援室
分）

2,518 2,518 2,518

54 家族介護教室、介護家族会を地域包括支援センターへ委託して実施する。-

1 4 1 7西貝塚環境センター

健康プラザわくわくランド管理運
営事業

240,699 240,699 240,699

15 健康プラザわくわくランドの管理運営は、指定管理者に業務委託している。指定管理
者の指定期間は、令和4年4月1日から令和9年3月31日である。

-

1 4 1 8環境政策課

瓦葺ふれあい広場管理運営事
業

16,210 16,375 16,465

25 瓦葺ふれあい広場の管理運営に関する経費。令和８年度から令和１２年度まで指定
管理者に管理運営を委託する。（敷地面積17,811.10㎡、建物延床面積441.46㎡）

-

1 9 5 4スポーツ振興課

スポーツ推進審議会運営事業

188 188 188

35 スポーツ基本法の規定に基づきスポーツ推進審議会を置き、スポーツ施設の整備、
指導者の養成及び資質の向上、事業の実施及び奨励、団体の育成等に関すること
を調査審議する。

-

1 9 5 4スポーツ振興課

スポーツ大会・教室等開催事業

30,146 28,208 28,208

45 市民への生涯スポーツ・レクリエーションの普及、振興を図るため、各種大会及び教
室等の事業メニューを提供し、市民がスポーツに親しめる機会の創出とスポーツを通
じた健康づくりの取組を推進する。

-

1 9 5 4スポーツ振興課

学校施設開放(スポーツ振興)事
業

35,434 5,014 5,014

55 学校施設（体育館、校庭）の開放のために、修繕、備品の交換、補充を行い、安全で
快適な施設利用の推進を図る。計画的に社会体育トイレ修繕を行っている。

-

1 9 5 4スポーツ振興課

スポーツ活動推進事業

5,290 6,086 5,378

65 市民への生涯スポーツ・レクリエーションの普及、振興を図ることを目的としたスポー
ツ推進委員連絡協議会の活動を支援し、市民のスポーツ活動の推進とスポーツ健康
都市宣言の趣旨を踏まえた各種事業への協力体制を図る。

-

1 9 5 4スポーツ振興課

スポーツ交流事業

1,269 1,269 1,269

75 市民への生涯スポーツ・レクリエーションの普及、振興を図るため、他市との交流を通
してスポーツ機会の提供を推進し、健康の保持や体力の増進に努める。

-

1 9 5 5スポーツ振興課

屋外スポーツ施設管理運営事業

63,693 29,460 29,460

85 屋外スポーツ施設（平方野球場、平方スポーツ広場、平塚ゲートボール場）の全般的
な整備や計画検討を行う。

-

1 9 5 5スポーツ振興課

市民体育館・平塚サッカー場管
理運営事業

66,918 79,281 70,038

95 多様化する市民ニーズにより効果的に対応するため、指定管理者制度により市民体
育館及び平塚サッカー場を運営する。

-

1 3 1 1保険年金課

国民健康保険特別会計繰出金
(事業費)

1,157,985 1,157,985 1,157,985

19 国民健康保険特別会計の運営のための繰出金。-

1 3 1 3保険年金課

埼玉県後期高齢者医療広域連
合事務事業

82,386 88,977 96,096

29 埼玉県後期高齢者医療広域連合が制度運営を行うために各市町村が負担する事務
事業負担金。広域連合規約第17条第２項の規定により均等割、人口割及び高齢者
人口割により負担金額が算出される。

-

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者医療療養給付費負
担金

2,496,524 2,746,177 3,020,795

39 被保険者に係る療養の給付に要する経費（一部負担金を除く）や療養費、高額療養
費及び高額介護合算費の支給に要する経費等について、高齢者の医療の確保に関
する法律の規定により市町村が負担する負担金。

-

1 3 1 3保険年金課

後期高齢者医療特別会計繰出
金

730,660 781,807 836,534

49 保険基盤安定負担金と後期特別会計の一般事務費や保険料徴収事業費に係る経
費を一般会計から後期高齢者医療特別会計へ繰出すもの。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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1 4 1 1健康増進課

健康づくり推進事業

339 483 353

59 「上尾市健康増進計画」、「上尾市食育推進計画」等に基づき事業を推進するととも
に、上尾市健康づくり推進協議会を運営する。

-

1 4 1 1健康増進課

骨髄移植ドナー助成事業

280 280 280

69 公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、骨髄・末梢血幹
細胞を提供した人に対し、骨髄移植ドナー助成金を交付する。

-

1 4 1 1健康増進課

スポーツ健康都市宣言推進事業

42,079 44,603 44,658

79 令和4年4月に発出した「上尾市スポーツ健康都市宣言」に基づき、スポーツを通じて
市民の健康及び体力の維持、増進を図り、もって市民の健康で豊かな生活の形成を
推進する。

-

1 4 1 1健康増進課

健康増進課一般事務費

39,033 39,033 39,033

89 保健事業の推進を図るための事務費用。-

1 4 1 3健康増進課

若年がん患者在宅療養生活支
援事業

470 470 470

99 18歳以上40歳未満の若年がんターミナル患者が在宅で療養するための費用を助成
する。

-

1 4 1 3健康増進課

がん患者アピアランスケア支援
事業

700 700 700

109 がん治療に伴う外見の変化を補うためのアピアランスケア用品の購入に要する費用
を助成する。

-

1 4 1 6健康増進課

健康保健センター管理運営事業

10,470 10,470 10,470

119 地域保健の拠点であり、予防接種をはじめ成人保健事業や精神保健事業を中心に
実施する健康保健センターを運営する。

-

1 9 5 4スポーツ振興課

スポーツ振興課一般事務費

390 390 390

129 スポーツ・レクリエーション事業の企画、運営及び管理に関する業務を効率的に実施
するための事務費用。

-

2 1 1 1保険年金課

国民健康保険管理運営事業

56,620 56,620 56,620

139 国民健康保険の被保険者の資格異動、医療給付などの管理や国民健康保険制度
の運営のための事務費。

-

2 1 1 1保険年金課

国民健康保険制度広報事業

343 343 343

149 国民健康保険制度や医療費の現状等について理解いただけるよう広報活動を実施
するもの。給付内容、医療費適正化、収納率向上等の啓発用パンフレット・リーフレッ
トの配布。

-

2 1 1 2保険年金課

国民健康保険団体連合会負担
金

1,945 1,945 1,945

159 県内市町村の国民健康保険事務を共同処理する国保連合会への負担金。-

2 1 2 1保険年金課

国民健康保険税賦課徴収事業

15,134 15,134 15,134

169 納税通知書・納付書等の作成、送付など、国民健康保険税の賦課徴収のための事
務費。

-

2 1 3 1保険年金課

国民健康保険運営協議会運営
事業

646 646 646

179 国民健康保険事業の運営などについて審議を行う国民健康保険運営協議会の実
施。協議会の委員は、被保険者、保険医・薬剤師、公益、被用者保険等保険者のそ
れぞれの代表からなる。　

-

2 2 1 1保険年金課

療養給付費

11,372,407 11,372,407 11,372,407

189 被保険者が疾病や負傷の治療を目的とした一連の医療サービス（現物給付）を受け
る場合に、保険者から保険医療機関、保険薬局に支給するもの。

-

2 2 1 2保険年金課

療養費

117,873 117,873 117,873

199 被保険者がやむを得ない理由により自費で療養を受けた場合など、その療養に要し
た費用について後から保険者が支給する事業。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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2 2 1 3保険年金課

国民健康保険審査支払手数料

25,276 25,276 25,276

209 国保連合会が行う診療報酬審査支払業務に係る手数料。-

2 2 2 1保険年金課

高額療養費

1,757,301 1,757,301 1,757,301

219 被保険者が受けた療養の給付等に係る一部負担金の額が一定の自己負担限度額
を超えた場合、その超えた額について保険者が支給する事業。

-

2 2 2 2保険年金課

高額介護合算療養費

2,813 2,813 2,813

229 被保険者の医療費と介護サービス費の一部負担金の額が一定の自己負担限度額を
超えた場合、その超えた額について保険者が支給する事業。

-

2 2 3 1保険年金課

移送費

100 100 100

239 疾病または負傷により移動することが著しく困難な状況において、緊急その他やむを
得ず、医師の指示による入院や転院などの移送にかかった費用について、診療を受
けるために必要と認められた移送に対する給付。

-

2 2 4 1保険年金課

出産育児一時金

50,000 50,000 50,000

249 被保険者が出産したとき、その出産及び育児に係る費用の負担を軽減することを目
的として支給する事業。

-

2 2 4 2保険年金課

出産育児一時金支払手数料

21 21 21

259 出産費を分娩機関へ直接支払うための国保連合会への手数料。出産育児一時金事
業に要する経費。

-

2 2 5 1保険年金課

葬祭給付費

16,000 16,000 16,000

269 被保険者の葬祭時に葬祭給付費を支給する事業。-

2 2 6 1保険年金課

傷病手当金

100 － －

279 発熱等の症状があって新型コロナウイルスの感染が疑われたり、感染が判明した国
民健康保険の被保険者（被用者に限る）に対して、傷病手当金を支給する事業。

-

2 3 1 1保険年金課

国民健康保険事業費納付金（医
療分）

3,681,494 3,681,494 3,681,494

289 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。医
療給付分。

-

2 3 2 1保険年金課

国民健康保険事業費納付金（支
援分）

1,304,650 1,304,650 1,304,650

299 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。後
期高齢者支援金分。

-

2 3 3 1保険年金課

国民健康保険事業費納付金（介
護分）

469,506 469,506 469,506

309 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。介
護納付金分。

-

2 3 4 1保険年金課

国民健康保険事業費納付金（子
ども分）

132,967 132,967 132,967

319 国民健康保険の運営を都道府県単位で行うため、県に納付する事業費納付金。子
ども・子育て支援納付金分。

-

2 5 1 1保険年金課

国民健康保険基金積立金管理
事業

1 1 1

329 国民健康保険運営基金の積立事業。-

2 6 1 1保険年金課

一時借入金利子

1 1 1

339 国民健康保険特別会計における一時借入金利子償還。-

2 7 1 1保険年金課

保険税還付金

33,000 33,000 33,000

349 国民健康保険税過年度過誤納還付金。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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2 7 1 2保険年金課

過年度国県支出金等返還金

2,000 2,000 2,000

359 過年度に交付された国県支出金等の精算による返還金。-

2 8 1 1保険年金課

予備費管理事業

10,000 10,000 10,000

369 国民健康保険特別会計の予備費。-

7 1 1 1保険年金課

後期高齢者医療一般事務費

264 264 264

379 後期高齢者医療制度を円滑運営し、埼玉県後期高齢者医療広域連合や埼玉県国
民健康保険団体連合会等との連絡調整を図るための事務費用。

-

7 1 2 1保険年金課

保険料徴収事業

31,734 33,218 35,926

389 後期高齢者医療制度の安定的運営を図るための保険料の徴収、収納及び滞納処分
に要する費用。

-

7 2 1 1保険年金課

後期高齢者医療広域連合納付
事業

4,519,402 4,721,138 4,932,411

399 後期高齢者医療制度の安定的運営のため、被保険者から納付された保険料及び低
所得者に対する保険料軽減相当額を公費で補填する保険基盤安定負担金を納付
する事業。

-

7 3 1 1保険年金課

医療保険料還付事業

5,600 5,600 5,600

409 後期高齢者医療保険料の還付を行うための事業費用。-

7 4 1 1保険年金課

予備費管理事業

1,000 1,000 1,000

419 後期高齢者医療特別会計の予備費。-

1 3 1 2職員課

職員人件費【国民年金事務費】

39,344 39,344 39,344

9999 国民年金事務費に係る職員人件費。-

1 3 1 2職員課

会計年度任用職員人件費【国民
年金事務費】

16,093 16,093 16,093

9999 国民年金事務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 4 1 1職員課

職員人件費【保健衛生総務費】

500,556 500,556 500,556

9999 保健衛生総務費に係る職員人件費。-

1 4 1 1職員課

会計年度任用職員人件費【保健
衛生総務費】

85,482 85,482 85,482

9999 保健衛生総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 9 5 1職員課

職員人件費【保健体育総務費】

236,280 236,280 236,280

9999 保健体育総務費に係る職員人件費。-

1 9 5 1職員課

会計年度任用職員人件費【保健
体育総務費】

1,748 1,748 1,748

9999 保健体育総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

2 1 1 1職員課

職員人件費【国保特会】

166,561 166,561 166,561

9999 国民健康保険特別会計に係る職員人件費。-

2 1 1 1職員課

会計年度任用職員人件費【国保
特会】一般管理費

25,147 25,147 25,147

9999 【国保特会】一般管理費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 220

1 9 4 1生涯学習課

社会教育委員会議運営事業

270 270 270

11 教育委員会に対し、社会教育に関する助言や意見を述べる社会教育委員の会議を
運営する。

-

1 9 4 1生涯学習課

生涯学習指導者活動推進事業

323 323 323

21 生涯学習指導者（まなびすと指導者）に講師として活躍する場を与えるとともに、市民
に学習の場を確保するため、まなびすと指導者バンク活動推進会議の活動を支援す
る。

-

1 9 4 1生涯学習課

社会教育団体等補助事業

532 532 532

31 社会教育団体である市ＰＴＡ連合会、ボーイスカウト上尾市連絡協議会、ガールスカ
ウト上尾地区協議会の活動を支援する。

-

1 9 4 1生涯学習課

家庭教育推進事業

185 185 185

41 家庭教育の充実を図るため、講演会を実施するとともに、家庭教育に関する講座等
を行う市内幼稚園等の保護者会を支援する。

-

1 9 4 1生涯学習課

二十歳のつどい事業

1,724 1,724 1,724

51 20歳を迎える若者の限りない前途を祝福し、社会人としての自覚を高められるよう、
「二十歳のつどい」を開催する。

-

1 9 4 1生涯学習課

学校施設開放(生涯学習)事業

4,027 4,027 4,027

61 平方東小学校、芝川小学校、富士見小学校の特別教室の一部を、生涯学習活動の
場として開放する。

-

1 9 4 1生涯学習課

大学等との連携による生涯学習
推進事業

239 239 239

71 大学や他市と協働して「子ども大学あげお・いな・おけがわ」や「あげお子ども大学」等
を行う。

-

1 9 4 2生涯学習課

公民館講座事業

3,285 3,285 3,285

81 生涯学習の充実を図るため、市立公民館で、一般教養、文化・芸術、健康・スポー
ツ、公共の課題などについて、市民へ学習機会を提供する。

-

1 9 4 2生涯学習課

公民館管理運営事業

195,512 195,512 195,512

91 市立公民館を管理運営する。-

1 9 4 2生涯学習課

公民館運営審議会運営事業

156 156 156

101 公民館における各種事業の企画実施について調査審議するための上尾市公民館運
営審議会を運営する。

-

1 9 4 3図書館

図書館運営事業

206,520 267,368 204,932

111 多様化・専門化する市民の資料要求に応えるため、図書館システムのネットワークに
より蔵書管理や利用者管理を行うとともに、本館・分館の運営業務や巡回配送業務を
委託し、効率的・効果的な図書館サービスを提供する。

-

1 9 4 3図書館

図書館施設管理事業

32,696 42,818 34,403

121 図書館本館及び分館・公民館図書室の施設を管理する。-

1 9 4 3図書館

図書館資料整備事業

49,716 162,983 158,484

131 図書館サービスの根幹である図書館資料（図書・雑誌・新聞・視聴覚資料・電子書
籍・オンラインデータベースなど）の整備を進めるとともに、読書バリアフリーを推進す
る。

-

1 9 4 3図書館

視聴覚ライブラリー事業

448 448 448

141 子どもや大人向けの映画会を開催する。視聴覚資料や教材を収集するとともに、視
聴覚活動や映画会を行う市内団体に視聴覚教材・教具の貸出を行い、活動を支援
する。

-

1 9 4 4図書館

子どもの読書活動支援センター
運営事業

1,577 1,577 1,577

151 家庭・地域・学校に対し子どもの読書に関する支援を行う。「子ども読書プラン」の策
定と進捗管理、「読書パスポート」の活用、子どもの本に関するイベントや相談業務、
ボランティア支援等を行う。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 220

1 9 4 4図書館

ブックスタート事業

2,422 2,422 2,422

161 ４か月児健診時に、赤ちゃんと保護者に絵本の読み聞かせを行い、絵本を配布し、
親子のふれあいの一つとして絵本を活用できることを知ってもらう。

-

1 9 4 4図書館

セカンドブック事業

4,338 44 3,966

171 小学校入学児童対象に図書カード入れ付き読書パスポートを配布し、家庭・地域・学
校と図書館が連携することにより、読書好きな児童を育成する。

-

1 9 4 1生涯学習課

文化芸術振興事業

752 752 752

12 文化活動の支援及び育成を目的として、上尾市文化団体連合会への補助や文化芸
術振興基金の管理を行う。

-

1 9 4 1生涯学習課

美術展覧会事業

2,064 2,064 2,064

22 上尾市美術家協会と共催し、日本画・洋画・立体造形・工芸・書・写真の６部門からな
る美術展覧会を市民の美術活動の発表の場として開催する。

-

1 9 4 1生涯学習課

市民音楽祭事業

1,285 1,285 1,285

32 合唱祭、邦楽祭、吹奏楽・器楽祭の3部門で開催。実行委員会形式で実施し、市内
音楽活動団体の発表の場とするとともに、参加団体同士の交流を図る。また、広く市
民に音楽鑑賞の場を提供する。

-

1 9 4 1生涯学習課

上尾市ギャラリー管理運営事業

19,093 19,093 19,093

42 市民の創作活動を支援するため、美術作品等の展示・発表・鑑賞の場として、市民
ギャラリー及び市役所ギャラリーを運営する。

-

1 9 4 6生涯学習課

文化財調査・保存事業

1,832 1,832 1,832

13 市文化財保護条例に基づき、市内に所在する文化財のうち重要なものを市指定文
化財等として指定し、その保存を図る。

-

1 9 4 6生涯学習課

文化財保護審議会運営事業

114 114 114

23 市文化財保護条例に基づき、諮問に応じて文化財の保護及び活用に関する重要事
項を審議するほか、これらの事項に関し必要と認める事項を建議する上尾市文化財
保護審議会を運営する。

-

1 9 4 6生涯学習課

埋蔵文化財調査事業

3,680 3,680 3,680

33 市内における周知の埋蔵文化財包蔵地で土木工事等が計画された場合、先立って
試掘調査や発掘調査を実施する。

-

1 9 4 6生涯学習課

文化財保護啓発事業

770 770 770

43 文化財保護の啓発のための講座や展示を実施する。また、デジタルミュージアムの
保守・管理を行う。

-

1 9 4 6生涯学習課

「上尾の摘田・畑作用具」保存活
用事業

233 233 233

53 国指定重要有形民俗文化財「上尾の摘田・畑作用具」の保存のため、適切な管理を
行うとともに、市民への公開や啓発を行うことで文化財への理解を深め、その普及を
図る。

-

1 9 4 7生涯学習課

歴史資料調査事業

623 623 623

63 市史編さん事業で収集した史料を活用するため、整理と目録の刊行を行う。また、新
たに寄贈を受けた史料について、保存や活用が図れるよう整備する。

-

1 9 4 7生涯学習課

市史担当分室及び資料室管理
事業

357 357 357

73 収集・整理した歴史資料（主に古文書など）及び、寄託されている歴史資料を保存
し、歴史資料調査事業を実施する施設である市史担当分室・原市資料室の維持管
理を行う。

-

1 9 4 1生涯学習課

生涯学習課一般事務費

79 79 79

19 生涯学習の推進、人権教育の推進、文化・芸術の振興、文化財の保護、歴史資料の
調査などのための事務費。

-

1 9 4 1職員課

職員人件費【社会教育総務費】

106,178 106,178 106,178

9999 社会教育総務費に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 220

1 9 4 1職員課

会計年度任用職員人件費【社会
教育総務費】

58,655 58,655 58,655

9999 社会教育総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 9 4 2職員課

職員人件費【公民館費】

96,964 96,964 96,964

9999 公民館費に係る職員人件費。-

1 9 4 3職員課

職員人件費【図書館費】

115,184 115,184 115,184

9999 図書館費に係る職員人件費。-

1 9 4 3職員課

会計年度任用職員人件費【図書
館費】

25,170 25,170 25,170

9999 図書館費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 310

1 3 1 1福祉総務課

上尾市遺族連合会補助事業

351 351 351

11 英霊顕彰、戦没者遺族の福祉向上と親睦を図ることを目的に、国、県、市の戦没者
追悼事業や英霊巡拝事業に参加するため、市内に居住する戦没者の遺族で組織し
た連合会に補助する事業である。

-

1 3 1 1福祉総務課

建設業国民健康保険組合補助
事業

734 734 734

21 上尾市福祉関係団体補助金交付要綱により、埼玉土建国民健康保険組合上尾伊
奈支部・埼玉県建設国民健康保険組合上尾支部に対して、組合の健全なる発展及
び育成を図るため組合員の補助を行う事業。

-

1 3 1 1福祉総務課

地域福祉推進事業

3,565 3,423 3,423

31 地域福祉の推進を図るため、上尾市地域福祉推進協議会や地域福祉推進員、あん
しんＮＷ庁内会議、上尾市見守りＮＷ等を運営する。令和7年度より第4上尾市地域
福祉計画・第7次上尾市地域福祉活動計画の策定準備開始。

-

1 3 1 1福祉総務課

民生委員・児童委員活動推進事
業

50,184 47,012 47,012

41 地域において、低所得者の自立更正の援護、高齢者・障害者・児童・母子等の福祉
増進、福祉施策への協力など広範囲な活動を行う、民生委員活動に対する補助事
業。

-

1 3 1 1福祉総務課

社会福祉協議会補助事業

211,216 211,216 211,216

51 ボランティア育成・指導、共同募金・日赤募金、生活福祉資金貸付、支部社協育成、
行政からの社会福祉事業の受託等を行っている上尾市社会福祉協議会に対する補
助費用である。

-

1 3 1 1福祉総務課

社会福祉事業寄附金管理事業

2,622 2,622 2,622

61 社会福祉寄附を社会福祉事業の推進の財源に充てるため、社会福祉基金を設置
し、福祉向上に繋がる事業を実施する団体に対して助成を行う。一定額以上の寄附
をした個人や団体には感謝状を贈呈する。

-

1 3 1 1福祉総務課

戦没者追悼式事業

1,505 － －

71 先の大戦において亡くなられた方を追悼し、平和を祈念するために、３年に一度開催
するものである。

-

1 3 1 1福祉総務課

災害見舞金等支給事業

480 480 480

81 火災等の災害にあった市民、世帯に対し、見舞金を支給する事業である。-

1 3 1 1福祉総務課

地域福祉拠点運営事業

44,888 1,865 1,865

91 尾山台団地内の旧銀行店舗跡地を借り上げ、地域福祉推進の拠点として自治会に
無償で運営委託する等、地域福祉拠点の運営支援を行う。

-

1 3 1 2保険年金課

国民年金啓発事業

235 235 235

101 国民年金制度への理解を深めるため、パンフレットによる周知を図るとともに納付の
勧奨と指導を行う事業。

-

1 3 1 6福祉総務課

総合福祉センター管理事業

71,159 69,617 69,617

111 身体障害者福祉センターふれあいハウス、老人福祉センターことぶき荘、障害福祉
サービス事業所かしの木園等の複合施設として建設された本施設の維持管理及び
修繕経費である。なお、駐車場土地の借上げ費用も含む。

-

1 3 4 1福祉総務課

災害救助事業

3 3 3

121 災害のうち、災害弔慰金の支給等に関する法律が適用された災害に対し、市条例に
基づいた支援を行う。

-

1 3 3 1生活支援課

生活保護事務事業

129,778 27,999 27,999

12 生活保護事業を実施するにあたり、生活保護世帯扶助事業費以外に必要な事務的
費用である。

-

1 3 3 2生活支援課

生活保護世帯扶助事業

5,995,279 5,668,887 6,044,976

22 生活保護法に基づき生活困窮者に、生活・住宅・教育・介護・医療・出産・生業・葬祭
の各扶助及び救護施設事務費、就労自立給付金等を支給し、健康で文化的な最低
限度の生活を保障するとともに、その自立を助長する。

-

1 3 3 2生活支援課

中国残留邦人等支援給付事業

29,091 29,091 29,091

32 中国残留邦人等に対し、生活支援給付ほか各種給付による生活保障を行う事業。ま
た、中国残留邦人等に理解が深く中国語ができる「支援相談員」を配置し、生活面で
の支援も行う。平成20年度から開始。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 310

1 3 3 2生活支援課

生活困窮者自立支援事業

5,470 5,470 5,470

42 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、最低限度の生活を維持
できなくなるおそれのある生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保
給付金の支給、学習支援などその他の支援を行う。

-

1 3 3 2生活支援課

被保護世帯等扶助事業

50 50 50

52 生活保護を申請する意思はないが、一時的に生活に困窮した者に対し、必要最低
限の援助として一時金を支給する事業である。

-

1 11 1 1福祉総務課

災害援護資金貸付金（元金）管
理事業

453 453 453

62 災害援護資金貸付金の貸付に伴う公債費償還(元金)を行う。-

1 3 1 1福祉総務課

社会福祉法人認可・指導監査等
運営事業

62 62 62

19 社会福祉法人の認可、定款変更、報告の徴取及び監査を行う事業。-

1 3 1 1福祉総務課

福祉総務課一般事務費

1,824 1,824 1,824

29 行旅死亡人の取扱い、福祉の推進のための福祉総務課の一般事務費用である。-

1 3 1 2保険年金課

国民年金一般事務費

4,331 839 839

39 国民年金に関する法定受託事務と協力・連携事務の処理をするための事務費用。-

1 3 1 1職員課

職員人件費【社会福祉総務費】

471,840 471,840 471,840

9999 社会福祉総務費に係る職員人件費。-

1 3 1 1職員課

会計年度任用職員人件費【社会
福祉総務費】

60,573 60,573 60,573

9999 社会福祉総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 3 3 1職員課

職員人件費【生活保護総務費】

326,765 326,765 326,765

9999 生活保護総務費に係る職員人件費。-

1 3 3 1職員課

会計年度任用職員人件費【生活
保護総務費】

39,040 39,040 39,040

9999 生活保護総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 320

1 3 1 3地域支援室

老人ホーム入所委託事業

24,097 24,097 24,097

11 老人福祉法に基づく措置が必要な高齢者が、高齢者虐待等で緊急の措置の利用と
して必要な場合、老人ホームへ入所できるよう必要な援護を行う。

-

1 3 1 3地域支援室

成年後見制度利用促進事業

17,625 17,625 17,625

21 権利擁護支援のための地域連携ネットワークの中核的役割を担う機関として、上尾市
成年後見センターを設置（委託）し、成年後見制度に関する周知・啓発、相談受付、
支援方針の検討、制度利用の促進などを実施する。

-

1 3 1 4高齢介護課

老人福祉センターことぶき荘管
理運営事業

23,782 23,782 23,782

31 高齢者の健康増進や教養の向上、レクリエーションなどを通じて健康で明るい生活を
楽しむための施設を設置し、管理運営は指定管理者（上尾市社会福祉協議会）に委
託する。

-

1 3 1 5地域支援室

養護老人ホーム恵和園管理運
営事業

148,610 141,794 184,716

41 家庭環境および経済的理由等により、在宅生活が困難な高齢者について、老人福
祉法の規定による入所措置等を指定管理者に委託する。

-

6 1 1 1地域支援室

地域包括支援システム運用管理
事業

18,113 13,383 13,383

51 地域包括支援センターが虐待や権利擁護などの相談事業や、介護予防事業、総合
事業の事業対象者及び要支援１・２の人の総合福祉事務支援システムの運用管理を
行う。

-

6 4 1 2地域支援室

介護予防普及啓発事業

9,460 10,406 11,447

61 高齢者が要介護状態とならないよう、介護予防教室や介護予防料理教室、認知症予
防啓発教室等の開催。

-

6 4 1 2地域支援室

通所型認知症予防事業

19,965 19,965 19,965

71 認知症予防の事業である「みのり倶楽部」を、地域包括支援センターへ委託して実施
する。

-

6 4 1 3地域支援室

総合相談支援・権利擁護・包括
的継続的マネジメント支援事業

216,281 216,281 216,281

81 地域包括支援センターによる介護や生活等総合相談、権利擁護、実態調査、介護
支援専門員（ケアマネージャー）に対する支援の実施のほか、高齢者虐待防止アド
バイザー相談等を実施。

-

6 4 1 3地域支援室

地域包括支援センター運営等協
議会事業

141 141 141

91 地域包括支援センターの中立、公平で円滑な運営を確保するために必要な事項お
よび地域密着サービスに関する事項を審議する。

-

6 4 1 3地域支援室

地域包括ケアシステム推進事業

83,050 83,050 83,050

101 地域包括ケアシステムの構築を目指し、在宅医療・介護連携、認知症施策、地域ケ
ア会議の推進や生活支援サービスの体制整備等の取組を総合的に推進する。

-

6 4 1 4高齢介護課

家族介護支援事業（高齢介護課
分）

9,060 9,337 9,675

111 紙おむつ券の給付や徘徊高齢者等探索サービス、認知症徘徊高齢者等に見守り
シールの交付を実施する。

-

6 4 1 4地域支援室

成年後見制度利用支援事業

3,422 3,422 3,422

121 身寄りのない認知症高齢者の成年後見制度利用を支援する。-

6 4 1 5地域支援室

総合事業審査支払手数料

1,290 1,290 1,290

131 各介護サービス事業者から国保連合会に請求される介護予防・生活支援サービス費
の請求内容を国保連合会が審査することに対して審査手数料を支払う。

-

1 3 1 3高齢介護課

高齢者居宅改善支援事業

78 78 78

12 高齢者が居宅で安定した日常生活を送れるように、日常生活用具の給付を実施す
る。

-

1 3 1 3高齢介護課

介護人材確保推進事業

6,178 6,178 6,178

22 介護入門的研修の実施により介護職の確保を推進する。また、外国人技能実習生を
新規雇用する介護事業所に対し、生活必要品購入に係る補助金を交付することで介
護人材の確保を推進する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 320

1 3 1 7高齢介護課

介護サービス利用者負担助成
事業

92,169 101,514 111,948

32 在宅介護サービスを利用している低所得者の利用料の負担軽減およびサービス利
用の促進を図ることを目的とし、介護保険料区分第１～３段階（市民税非課税世帯）
の人の利用者負担の一部を助成する。

-

1 3 1 7高齢介護課

介護保険特別会計繰出金(事業
費)

3,255,964 3,255,964 3,255,964

42 介護保険事業にかかる市負担分（人件費以外の事業費）。保険給付、地域支援事業
に係る法定負担分および特別会計一般管理費を支出する。

-

6 1 1 1高齢介護課

被保険者資格等管理事業

14,580 14,580 14,580

52 介護保険の被保険者資格管理、各種申請事務、第三者行為損害賠償求償、電算シ
ステムの維持管理、一般管理事務である。

-

6 1 1 1高齢介護課

上尾市高齢者福祉計画・介護保
険事業計画推進事業

2,624 212 2,613

62 高齢化の急速な進行により、今後増加が見込まれる介護サービスのニーズに対応す
る基盤整備および高齢者に関する施策を計画的に推進するために、３年ごとに計画
を策定する。

-

6 1 2 1高齢介護課

賦課徴収事業

21,708 21,708 21,708

72 高齢者の人口増加に伴い、介護サービス費が増加している中、介護保険事業運営
を円滑に進めるための第１号被保険者（65歳以上）の介護保険料の賦課徴収に関す
る事務費用。

-

6 1 3 1高齢介護課

介護認定事業

153,504 251,433 259,148

82 要介護認定に係る一連の事務。介護認定調査の実施、主治医意見書の作成、介護
認定審査会の開催。介護認定審査会において審査・判定を行い、要介護度および
有効期間を認定し、本人へ通知する。

-

6 2 1 1高齢介護課

介護保険給付事業

21,630,002 23,440,877 25,406,763

92 介護サービス等の提供を受けた場合に、利用者が１割から３割を負担し、保険者が９
割から７割を負担する仕組み。保険者負担分を介護サービス等給付費として国保連
合会に支払い、国保連合会が事業者に支払う代理受領制度。

-

6 2 2 1高齢介護課

介護保険審査支払手数料

13,710 14,699 15,761

102 各介護サービス事業者から、国保連合会に給付費の請求がある。国保連合会では、
請求内容を審査し、審査支払手数料を各保険者（市町村）に請求する。その審査支
払手数料を計上している。

-

6 3 1 1高齢介護課

介護保険給付費等準備基金管
理事業

2,269 2,269 2,269

112 介護保険事業に要する費用の不足額に充てるため、上尾市介護保険給付費等準備
基金を設置し、その管理を行う。

-

6 4 1 1高齢介護課

介護予防・生活支援サービス事
業（高齢介護課分）

1,167 1,284 1,412

122 要支援者等が通所・訪問サービスの提供を受けた時、利用者の自己負担限度額を
超えた分を所得の状況に応じて支給するもの。

-

6 4 1 1地域支援室

介護予防ケアマネジメント事業

58,614 58,614 58,614

132 要支援認定者等が介護予防のために訪問型サービスや通所型サービスを利用する
ことができるよう、地域包括支援センターの職員などがケアプランを作成する。

-

6 4 1 4高齢介護課

介護給付費適正化事業

2,133 2,133 2,133

142 介護給付費の実績と介護認定情報等を突合し、不適切給付を把握し改善を図ること
により、介護保険事業の適正な運営を図るほか、ケアマネジャーの資質向上を目的と
した研修等を実施する。

-

1 3 1 3高齢介護課

いきいきクラブ・いきいきクラブ連
合会活動費補助事業

5,670 5,670 5,670

13 いきいきクラブに対し活動費として補助金を交付するとともに、各クラブを束ねる連合
会に対してクラブ数に応じて補助金を交付する。

-

1 3 1 3高齢介護課

シルバー人材センター運営補助
事業

28,208 28,345 28,345

23 公益社団法人上尾市シルバー人材センターの円滑な運営を図るために補助金を交
付する。

-

1 3 1 3高齢介護課

金婚式典・ダイヤモンド婚式典事
業

2,234 2,234 2,234

33 結婚後50年および60年を迎える夫婦の長寿を祝い、顕彰状および記念品を贈呈す
る。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 320

1 3 1 3高齢介護課

敬老祝金及び祝品贈呈事業

33,869 32,004 34,384

43 長寿を祝し、77歳に5,000円、88歳、99歳に1万円、100歳に5万円、最高齢者男女1
名ずつに3万円の敬老祝金を贈呈する。また、年度内100歳到達者および最高齢者
（男女）に対し、記念品を贈呈する。

-

1 3 1 3高齢介護課

敬老事業交付金支給事業

59,747 60,929 61,718

53 敬老の日の行事として敬老事業を実施する自治会および市長が定める施設に対し、
交付金を交付する。

-

1 3 1 3高齢介護課

配食サービス事業

156 156 156

63 一人暮らしの高齢者や毎日の食事に不安のある人に配食サービス協力店を周知し、
安定した食の確保を図るとともに、配食サービス協力店による見守りを行う。

-

1 3 1 3高齢介護課

緊急通報システム設置事業

8,043 13,153 21,384

73 緊急性のある在宅の高齢者や重度障害者に対し発作時等に緊急通報センターに繋
げ、必要時救急要請等を行う機器を設置する。24時間生活相談が可能で、希望者は
ＩＣＴによる見守りや駆け付けサービスを選択できる。

-

1 3 1 3高齢介護課

要介護高齢者手当・介護者慰労
金支給事業

58,720 61,150 63,800

83 在宅介護の推進のために、要介護高齢者手当又は要介護高齢者介護者慰労金を
支給する。

-

1 3 1 3高齢介護課

全国健康福祉祭事業

15,626 － －

93 ６０歳以上の者が主に参加する全国規模の祭典で、健康関連イベント（高齢者健康ス
ポーツ祭）、福祉・生きがい関連イベント（高齢者作品展）及び健康・福祉・生きがい共
通イベント（シンポジウム）により構成されている。

-

6 4 1 2高齢介護課

だんらんの家運営費補助事業

6,000 6,000 6,000

103 高齢者のだんらんの場所として地域の公民館・自治会館等を開放する自治会、町内
会等に運営費及び家賃の補助を行う。

-

6 4 1 2地域支援室

地域介護予防活動支援事業

21,978 21,978 21,978

113 アッピー元気体操を含む通いの場の団体に対して講座の開催や補助金の支給、専
門職派遣等を行い、地域包括支援センターには団体の立ち上げ支援等を委託して
いる。

-

1 3 1 3高齢介護課

高齢介護課一般事務費

28 28 28

19 高齢者の福祉・生活支援・生きがいづくりなどの事業の推進に係る一般事務費。-

6 5 1 1高齢介護課

保険料過誤納還付事業

6,733 6,733 6,733

29 介護保険料にかかる過誤納について還付を行う。-

6 5 1 2高齢介護課

過年度国県支出金等返還金

1 1 1

39 介護保険法に基づく、国、県等の支出に係る返還を行う。-

6 5 1 3高齢介護課

延滞金

1 1 1

49 国、県等に対する返還金の遅延等に伴う延滞金。-

6 5 2 1高齢介護課

一般会計繰出金

1 1 1

59 保険給付費および一般管理費に係る繰出しを行う。-

6 6 1 1高齢介護課

予備費管理事業

3,000 3,000 3,000

69 介護保険事業に係る予備費。-

6 1 1 1職員課

職員人件費【介護特会】

264,388 264,388 264,388

9999 介護保険特別会計に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 320

6 1 1 1職員課

会計年度任用職員人件費【介護
特会】一般管理費

100,556 100,556 100,556

9999 【介護特会】一般管理費に係る会計年度任用職員人件費。-

6 4 1 2職員課

会計年度任用職員人件費【介護
特会】一般介護予防事業費

5,704 5,704 5,704

9999 【介護特会】一般介護予防事業費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 330

1 3 1 1障害福祉課

障害児者等生活支援事業

8,679 8,679 8,679

11 障害者が自宅で安全な生活を営むために必要な居宅改善への補助事業等、日常生
活上の支援を行う。

-

1 3 2 2障害福祉課

障害児通所給付事業

1,984,801 1,984,801 1,984,801

21 １８歳未満の障害児の日常生活を支援するため、障害児通所支援（児童発達支援及
び放課後等デイサービス等）に係る費用を支給する。

-

1 3 2 5こども発達センター

つくし学園管理運営事業

18,978 18,978 18,978

31 小学校就学前の障害児及び発達に不安や課題のある児童の通園施設であるつくし
学園の運営を行う。

-

1 3 2 5こども発達センター

つくし学園通園バス運行事業

47,379 47,379 47,379

41 つくし学園園児を送迎する通園バス４台の運行を委託する。-

1 3 2 5こども発達センター

発達訓練・相談事業

12,487 12,487 12,487

51 運動面に課題のある乳幼児と肢体不自由の小中学生の理学訓練。手先の動きや身
辺自立に課題のある未就学児の作業訓練。言語発達に課題のある未就学児の言語
訓練。行動面等に課題のある未就学児・小学生の心理相談。

-

1 3 2 5こども発達センター

保育所等訪問支援事業

1,578 1,578 1,578

61 保護者の申請により、訪問支援員が、障害児の通う保育所、幼稚園等を訪問し、集
団生活への適応を促すための、児の特性や望ましい配慮の在り方等を訪問先施設
の保護者が共有し助言を行う。

-

1 3 2 5こども発達センター

相談支援事業所運営事業

101 101 101

71 障害児(発達障害を含む)が児童発達支援等のサービスを利用する際に、「障害児支
援利用計画」を作成する。

-

1 3 2 5こども発達センター

発達支援専門員巡回事業

3,996 3,996 3,996

81 発達支援の知識や経験を有する専門員が、幼稚園、保育所、学童保育所等の施設
を巡回し、職員に対し助言を行う。

-

1 3 2 5こども発達センター

地域障害児支援体制強化事業

267 267 267

91 地域の児童発達支援事業所等の職員の質の向上のため、職員を対象に、研修を実
施する。また、地域住民と通園児がふれあう機会を企画・運営する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者自立支援等給付事業

6,011,790 6,011,790 6,011,790

12 障害者の日常生活及び社会生活を支援するため必要な障害福祉サービス、更生医
療、補装具等を提供する。

-

1 3 1 1障害福祉課

重度心身障害者医療費支給事
業

469,475 469,475 469,475

22 重度心身障害者の保健の向上と福祉の増進を目的として、医療機関で保険診療を
受診した際に生じる医療費の一部を助成する。

-

1 3 1 1障害福祉課

重度心身障害者福祉手当支給
事業

158,810 158,810 158,810

32 在宅の重度心身障害者の更生の援助と福祉の増進を図ることを目的とし、手当を年
２回（９月、３月）支給する。

-

1 3 1 1障害福祉課

在宅特別障害者等手当支給事
業

110,319 110,319 110,319

42 在宅で、著しく重度の障害で日常生活に常時特別の介護を要する状態の人に、手当
を年４回（５月、８月、１１月、２月）支給する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害児(者)生活サポート事業

23,422 23,422 23,422

52 障害児(者)に対し１対１対応の包括的なサービスを提供している生活サポート事業登
録団体に対し、実績に基づいて給付費を支給する。

-

1 3 1 1障害福祉課

生活ホーム事業

2,694 2,694 2,694

62 法人又は障害者関係団体などによって運営される生活ホームに対し、実績に基づい
た給付費を支給する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 330

1 3 1 1障害福祉課

障害者通所施設等管理事業

795 9,834 795

72 市所有施設の保守委託・空調保守委託及び必要な修繕、備品購入に関する費用-

1 3 1 1障害福祉課

障害者生活介護事業所運営費
補助事業

52,494 52,494 52,494

82 社会福祉法人等が運営する市内の生活介護事業所の安定的運営に資するため、補
助を行う。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害福祉サービス事業所かしの
木園管理運営事業

35,684 35,684 35,684

92 市が設置している「障害福祉サービス事業所かしの木園」の運営を、上尾市社会福
祉協議会（指定管理者）に委託する。

-

1 3 1 1障害福祉課

難病者見舞金支給事業

18,040 18,040 18,040

102 難病者に対し、精神的負担の軽減を図ることを目的として、見舞金を年１回支給す
る。

-

1 3 1 1障害福祉課

地域生活支援事業

122,197 122,197 122,197

112 障害者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう支援を行う。-

1 3 1 1障害福祉課

地域活動支援センター事業

48,101 48,101 48,101

122 障害者総合支援法の規定に基づき市町村が実施する地域生活支援事業のうち、地
域活動支援センター等に要する費用を計上する。※杜の家の予算は令和２年度から
障害者相談支援体制整備事業に計上。

-

1 3 1 1障害福祉課

手話通訳等意思疎通支援事業

39,236 39,236 39,236

132 障害者総合支援法の規定に基づき市町村が実施する地域生活支援事業のうち、手
話通訳、要約筆記などコミュニケーションを支援する事業。

-

1 3 1 1障害福祉課

福祉タクシー券・自動車燃料費
助成事業

25,532 25,532 25,532

142 在宅の重度障害者に対して、日常生活上の外出の機会を増やすことを目的に、タク
シー券もしくは自動車燃料費に対する助成を行う。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者相談支援体制整備事業

67,770 67,770 67,770

152 障害者（児）の各種相談支援の体制整備のため、障害者相談支援事業、地域活動
支援センターⅠ型事業、障害者虐待防止センター事業、基幹相談支援センター運
営事業、緊急時居室確保事業及び緊急時相談支援事業を実施する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者支援計画推進事業

3,854 288 6,108

162 障害者支援計画（障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画）の策定・進捗管理
を行う。障害者計画は６年ごと、障害福祉計画及び障害児福祉計画は３年ごとに見
直しをする。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者就労支援センター運営事
業

16,302 16,302 16,302

13 障害者の就労の機会の拡大を図るとともに、障害者が安心して働き続けられるよう
に、身近な地域において就労と生活の支援を総合的に行うことにより、障害者の自立
と社会参加の促進を目的とする。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害者施設製品販売促進事業

116 116 116

23 市内の障害者施設の市民への認知度を高めるとともに、障害者施設で作成している
製品のＰＲ及び販売促進を行い、安定的な工賃を得る事業所運営を支援する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害福祉システム運用管理事業

57,988 57,988 57,988

19 福祉計画実行のため、障害福祉サービスの基本となる情報管理を行う、障害福祉シ
ステムを運用管理する。

-

1 3 1 1障害福祉課

障害福祉課一般事務費

2,558 2,558 2,558

29 障害福祉を推進するために行う障害児（者）への施設訪問等に係る費用及び課内職
員の研修等に係る事務費用。

-

1 3 2 5職員課

職員人件費【こども発達センター
運営費】

212,735 212,735 212,735

9999 こども発達センター運営費に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 330

1 3 2 5職員課

会計年度任用職員人件費【こど
も発達センター運営費】

126,786 126,786 126,786

9999 こども発達センター運営費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 410

1 2 1 13人権男女共同参画課

人権施策推進事業

762 762 762

11 市の人権尊重都市宣言および人権施策推進指針に基づいて、人権尊重意識の一
層の普及・向上を図る。様々な人権課題をテーマとした「あげおヒューマンライツミー
ティング」等の啓発事業を通し、人権施策の推進を行う。

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

拉致問題啓発事業

126 126 126

21 拉致問題について、拉致被害者の家族等当事者による講演会などを実施し、身近な
地域から住民の理解の促進を図る。

-

1 9 1 3指導課

人権教育推進事業

1,423 1,423 1,423

31 人権教育研修会（現地研修会含む）を通して管理職、教員の資質の向上を図る。ま
た、人権男女共同参画課・生涯学習課と連携を図り、「人権に関する教育と啓発」を
ねらいとして事業を推進する。

-

1 9 4 1生涯学習課

人権教育推進事業

1,007 1,007 1,007

41 市人権教育推進協議会の開催及び、各種協議会や団体等が開催する研修会・会議
等への参加。市内小中学校児童生徒の人権標語コンクールを実施する。

-

1 9 4 5生涯学習課

人権教育集会所運営事業

1,252 1,252 1,252

51 人権教育推進の拠点施設である原市・畔吉両集会所で各種講座等を実施する。-

1 9 4 5生涯学習課

人権教育集会所管理事業

18,823 11,451 11,451

61 人権教育推進の拠点施設である原市・畔吉両集会所の維持管理を行う。-

1 2 1 13人権男女共同参画課

男女共同参画推進事業

367 367 367

12 ①男女共同参画社会基本法に基づき、上尾市男女共同参画計画を策定し、男女共
同参画社会の形成および意識向上を図る。②男女共同参画審議会の設置および運
営③男女共同参画推進団体の活動支援　等

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

困難女性・ＤＶ対策支援事業

2,844 2,844 2,844

22 配偶者暴力相談支援センターを設置・運営し、配偶者等からの暴力を受けた被害者
へのDV相談支援を実施（性別不問）。困難を抱えた女性を支援するための相談支援
および体制の運用。DVや性犯罪防止についての啓発　等

-

1 2 1 13人権男女共同参画課

人権男女共同参画課一般事務
費

5,597 5,597 5,847

19 人権男女共同参画課の一般事務費のほか、北足立郡市町同和対策推進協議会、
人権擁護委員・保護司に係る経費等を計上している。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 420

1 2 1 10市民協働推進課

国際交流協会支援事業

2,900 2,900 2,900

11 上尾市国際交流協会：同協会を支援することで、多文化共生の地域作りや次世代を
担う子どもの国際感覚の養成を図る。埼玉県国際交流協会：同協会を支援すること
で、他市国際交流協会との情報交換や協働の推進を図る。

-

1 2 1 10市民協働推進課

外国人市民支援事業

3,991 2,828 2,828

21 外国人市民向けの相談窓口の充実や必要な情報を多言語で提供することで外国人
市民の生活支援を図る。

-

1 2 1 14市民協働推進課

コミュニティセンター管理運営事
業

90,937 90,937 90,937

31 コミュニティセンターにおける管理運営委託業務。-

1 2 1 10市民協働推進課

非核平和事業

239 239 239

12 戦争の悲惨さと平和の尊さを改めて考える機会とするため、非核平和パネル展を市
役所・公民館などを会場として開催する。また、憲法手帳の配布を行う。

-

1 2 1 10市民協働推進課

市民協働推進課一般事務費

403 403 403

19 地域コミュニティの推進や、国内・国外の交流活動の推進を図るための市民協働推
進課の事務費用。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 510

1 2 1 19危機管理防災課

自主防災組織育成支援事業

7,092 7,092 7,092

11 地域における人命救助や初期消火等の応急対策活動がより効果的に行われるよう、
資機材の購入費用や訓練等の活動支援として、補助金を交付する。また、地域の防
災力向上のため、防災士の資格取得支援を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

災害ハザードマップ運用事業

26,184 2,665 2,665

21 水防法及び上尾市地域防災計画に基づき、災害時の住民避難の啓発のため作成し
た、上尾市災害ハザードマップの運用を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

地域防災計画・国土強靭化地域
計画等策定事業

14,399 24,310 －

12 埼玉県地域防災計画改定等に伴う上尾市地域防災計画の改定を行う。また、大規
模災害時に優先実施する市の業務に関する業務継続計画や、他自治体の応援を円
滑に受け入れできるよう受援計画等の改定を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災訓練事業

17,143 17,143 17,143

22 災害発生時に、市民や関係機関と行政が連携して効果的な防災活動を実施するた
め、災害対策基本法及び上尾市地域防災計画に基づく防災訓練を実施する。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災備蓄事業

36,955 27,040 27,040

32 上尾市地域防災計画に基づき、災害時に避難者及び職員に必要な食料、生活必需
品、防災装備、資機材などを備える。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災行政無線管理事業

6,141 15,557 14,721

42 防災行政無線の点検、修繕等の保守管理を実施し、防災行政無線を適正に管理・
運用する。

-

1 2 1 19危機管理防災課

国民保護計画推進事業

581 581 581

52 「上尾市国民保護計画」をより実効性のあるものとするための上尾市国民保護協議会
の開催や、全国瞬時情報システム（J-ALERT）の維持管理を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

災害時緊急通信事業

5,607 4,574 4,574

62 災害時に、災害対策本部との通信手段を確保するため、地区本部となる支所に衛星
電話を、各避難所にＩＰ無線機を設置する。また、現在保有するＭＣＡ無線機の維持
管理を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

防災情報等配信事業

2,654 2,654 2,654

72 防災情報の提供について、従来の防災行政無線や市ホームページ・メール配信に
加え、テレビ埼玉のデータ放送を活用する。また、一斉情報伝達・収集システムを導
入し、水害時等における迅速かつ確実な情報伝達を図る。

-

1 2 1 19危機管理防災課

小型無人航空機運用事業

624 333 334

82 ドローンを活用して、災害時の状況把握等を行うため、機体の保守委託料や保険料
を計上する。

-

1 2 1 19危機管理防災課

避難行動要支援者システム運営
事業

1,133 1,886 1,039

92 避難行動要支援者名簿について最新の情報に更新し、情報収集効率の向上を図る
もの

-

1 2 1 19危機管理防災課

災害時情報集約・リアルタイム映
像共有事業

6,947 6,947 6,947

102 災害対策本部及び主要な指定避難所において、円滑に情報収集・状況判断を実施
するために必要な資機材及びシステムを運用管理するもの。令和６年９月より本稼働

-

1 7 2 1建設管理課

地下道監視カメラ設備等管理事
業

426 426 426

112 はなみずき通り（ＪＲ高崎線）及び小敷谷向山線（上尾道路）の地下道部分の監視カメ
ラ設備の管理を行う。

-

1 7 3 2建設管理課

河川監視カメラ管理事業

1,296 1,296 1,296

122 市内を流れる河川、都市下水路に内水対策の一環として、河川監視カメラを設置し
て市民に河川の状況をリアルタイムで配信することにより、早期段階で市民に注意を
促すことができる。

-

1 2 1 19危機管理防災課

災害対策基金管理事業

1,659 1,659 1,659

13 寄附金等の積立を行い、大規模災害により被害を受けた被災者の支援に関する経
費として有効に活用する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 510

1 7 1 1建築安全課

既存建築物耐震化促進事業

2,815 2,815 2,815

14 上尾市建築物耐震改修促進計画に基づき、新耐震基準(昭和56年5月)以前建築の
建築物の耐震診断・耐震改修に補助を行う等、民間建築物の耐震化の促進に係る
事業を行う。

-

1 2 1 19危機管理防災課

危機管理防災課一般事務費

15,599 10,769 10,769

19 防災関係設備の維持管理経費や、防災啓発等を図るための危機管理防災課の事務
費用。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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５．安全な暮らしを守るまちづくり 

 
 

目指す姿  

市⺠が犯罪の不安を感じることなく安⼼して暮らせる 

 

施策の内容 

１) 防犯活動の推進 ●市⺠の防犯意識の向上を図るため、周知・啓発事業を推進します。（交通防

犯課） 
●市⺠の⾃主的な防犯活動を促すとともに、その担い⼿の育成に努めます。
（交通防犯課） 

●犯罪抑⽌⼒の向上とともに、犯罪被害者⽀援を図ります。（交通防犯課） 

２) 空家等対策の推
進 

●「上尾市空家等対策計画」に基づき、管理不全な空き家等の所有者に対す
る働きかけや必要な⽀援を⾏います。（都市計画課） 

３) 消費者相談体制
の充実 

●市⺠の消費⽣活トラブルの解決や消費者被害の救済に努めていきます。（消

費⽣活センター） 
●市⺠の消費者意識の向上を図るため、意識啓発を推進するほか、学習活動
や⾃主的な活動の⽀援を⾏っていきます。（消費⽣活センター） 

 

 

 

 

 

 

 

  

5-2 防犯 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 520

1 2 1 18交通防犯課

上平防犯連絡所管理事業

386 386 386

11 市民が安全で安心して暮らすことができる地域社会の実現を図るため、上平防犯連
絡所を運営し、防犯に関する相談業務や情報の提供、犯罪を未然に防ぐための啓
発活動などを行う。

-

1 2 1 18交通防犯課

防犯活動推進事業

11,110 11,110 11,110

21 自主防犯ボランティア団体に対し資機材の配布を行い、市民の防犯意識高揚を図
る。また、特殊詐欺対策として通話録音装置付電話機の普及を推進する。その他、
防犯関連団体との連携、犯罪被害者支援にも取り組む。

-

1 7 4 1都市計画課

空家等対策事業

11,702 11,702 11,702

12 空家等対策計画の作成、実施等に関する協議を行うため、協議会を運営し、円滑な
空家等対策の推進を図る。

-

1 2 1 12消費生活センター

消費者相談事業

778 778 778

13 消費者被害の早期解決や未然防止ができるよう、有資格の消費生活相談員を確保
し、市民からの相談に対し、助言・斡旋等を行う。

-

1 2 1 12消費生活センター

消費者団体育成事業

390 390 390

19 市内の消費生活の各分野で活動している6団体で構成される「上尾市消費者団体連
絡会」を育成する。また、県養成の消費者被害防止サポーターにより構成される「上
尾市消費者被害防止サポーターの会」を育成する。

-

1 2 1 12消費生活センター

消費者意識啓発事業

1,796 1,796 1,796

29 消費者被害の未然防止・拡大防止のため、市民が自ら消費者として意識の向上を図
り、消費者の権利を確立し、生活の質を高めることができるよう、消費者教育を推進
し、及び広報活動その他の活動を行う。

-

1 2 1 12消費生活センター

消費生活センター一般事務費

479 479 479

39 消費生活に関する事業、センターの運営、県から権限委譲を受けた計量器定期検査
等の事務を行う。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 530

1 2 1 18交通防犯課

バス輸送充実事業

367,525 366,890 366,890

11 市内循環バス及び民間路線バスの充実を図り、利便性の向上を推進する。-

1 2 1 18交通防犯課

放置自転車対策事業

26,926 26,926 26,926

21 駅周辺等の環境整備のため、放置自転車の撤去等を行う。-

1 2 1 18交通防犯課

自転車駐車場管理運営事業

40,750 32,527 32,527

31 自転車利用者の利便性の確保や放置自転車対策として、原新町駐輪場とサイクル
ポート南、ニューシャトル２駅の駐輪場等を管理・運営している。サイクルポート東・西
は、土地を上尾都市開発㈱に貸し付けている。

-

1 2 1 18交通防犯課

交通安全施設整備・管理事業

135,076 111,861 111,861

41 区画線標示、道路反射鏡、道路照明灯などを整備し、事故の防止、通行の安全を図
る。

-

1 2 1 18交通防犯課

鉄道輸送力増強推進事業

288 288 288

51 鉄道輸送力増強に向け、上尾市鉄道輸送力増強推進協議会を開催する。また、高
崎線(上尾～神保原間）の混雑緩和のため、関係市町による高崎線沿線地域活力維
持向上推進協議会の取組により関係地域の発展を図る。

-

1 2 1 18交通防犯課

地域輸送資源活用事業

968 － －

61 地域輸送資源である福祉輸送、スクールバス、病院、民間企業等の送迎バス車両に
ついて、交通不便地域における移動手段の一つとなるよう活用する。

-

1 2 1 18交通防犯課

交通安全普及推進事業

5,523 5,523 5,523

12 交通弱者といわれる児童や生徒、高齢者、自転車利用者等に対し、その対象に応じ
た交通安全教室や啓発活動等を実施し、正しい交通ルールやマナー等の知識を習
得する機会を設ける事で、交通事故防止を図る。

-

1 2 1 18交通防犯課

交通安全関係団体連携事業

2,940 2,940 2,940

22 交通安全関係団体の自主的な交通安全対策事業を推進し、交通安全思想普及のた
めの支援を行う。

-

1 2 1 18交通防犯課

運転免許証自主返納者支援事
業

599 599 599

32 高齢ドライバーによる交通事故を防止するため、自主的に運転免許証を返納した市
内在住の75歳以上の高齢者を対象として、運転経歴証明書交付申請手数料の補助
と市内循環バス「ぐるっとくん」の乗車回数券の配布を行う。

-

1 9 5 1学校保健課

通学路安全対策事業

919 919 919

42 市民等からの要望をもとにグリーンベルトを設置し、通学路の改善工事を実施する。-

1 2 1 18交通防犯課

交通防犯課一般事務費

506 506 506

19 交通・防犯対策を推進するための交通防犯課の事務費用。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 540

1 8 1 1消防総務課

常備消防運営事業

105,787 105,787 105,787

11 消防施設の維持管理及び運営するために必要な経常経費。-

1 8 1 1消防総務課

消防職員服装整備事業

43,153 43,607 42,819

21 上尾市消防吏員服制規則に定める、防火衣や活動服等を購入するために必要な消
耗品費。

-

1 8 1 1消防総務課

職員訓練講習事業

12,420 11,693 7,805

31 消防学校や救急救命士養成所などの教育訓練機関で、職員に教育を受けさせるた
めに必要な旅費・負担金等。

-

1 8 1 1管理課

警防・救助資器材整備事業

16,856 16,856 16,856

41 各種災害に的確に対応できるよう、警防・救助資器材の整備及び維持管理を行うも
のである。

-

1 8 1 1管理課

資格取得等講習事業

2,682 2,682 2,682

51 複雑多様化する災害に対応するためには、高度な知識及び特殊技能が必要である
ことから、ボート免許、玉掛け技能講習及び化学物質に関する講習会等へ計画的に
派遣し、人材の育成及び能力の向上を図るものである。

-

1 8 1 1管理課

大規模災害対策資器材整備事
業

3,743 3,743 3,743

61 大規模災害や特殊災害による広範囲な被害や多数傷病者への対応として、資器材
の整備充実を図るものである。

-

1 8 1 1管理課

ＮＢＣ災害対策事業

272 272 272

71 ＮＢＣ災害に備えるため、特殊災害運用計画に基づき装備品の更新及び拡充を図る
ものである。ＮＢＣとはＮｕｃｌｅａｒ（放射性物質）Ｂｉｏｌｏｇｉｃａｌ（生物物質）Ｃｈｅｍｉｃａｌ（化
学物質）のことである。

-

1 8 1 2消防総務課

消防団運営事業

24,709 25,153 25,153

81 上尾市消防団の活動に必要な経常経費。-

1 8 1 2警防課

自警消防団運営事業

1,942 1,942 1,942

91 上尾市自警消防団運営費等補助金交付要綱に基づき、各地区自警消防団及び上
尾市自警消防団運営連絡協議会に対して補助を行うものである。

-

1 8 1 3消防総務課

消防施設管理事業

72,969 86,187 35,290

101 消防施設を維持管理していくために必要な施設修繕費・工事費等。-

1 8 1 3警防課

消防車両整備事業

89,462 309,575 223,991

111 消防車両（ポンプ車、水槽付消防ポンプ車、はしご車、救助工作車、救急車、消防団
車両等）の更新及び維持管理を行うものである。

-

1 8 1 3警防課

消防水利整備事業

29,344 35,400 52,008

121 地震等による災害に対応するため、耐震性貯水槽を適宜整備するとともに、水道事
業等に併せて消火栓を整備する。また、経年劣化した消火栓の補修を行うなど、消
防水利施設の維持管理を図る。

-

1 8 1 3警防課

自警消防団施設等整備事業

620 620 620

131 自警消防団の運営及び施設、機械器具の整備充実を図るため、上尾市自警消防団
運営費等補助金交付要綱に基づき、補助を行うものである。

-

1 8 1 3指令課

指令施設管理事業

65,350 2,157,905 157,597

141 消防緊急通信指令システムは、昼夜を問わず24時間安定稼動が求められるもので、
年間を通じて維持管理体制を整えるための経費を計上する。

-

1 8 1 1予防課

消防音楽隊運営事業

725 725 725

12 上尾市消防音楽隊を運営するために必要な経常経費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 540

1 8 1 1予防課

火災予防審査・指導事業

1,824 357 357

22 消防同意及び危険物施設許可申請等の審査、防火対象物及び危険物施設の立入
検査を実施するための予防課の事務費用である。また、法令改正の説明会や各種
研修会の参加に必要な課内の旅費である。

-

1 8 1 1予防課

火災予防啓発事業

707 707 707

32 夏休み一日消防士、火災予防運動及び住宅用火災警報器の設置促進等、防火思
想の普及、啓発を図るために必要な費用である。

-

1 8 1 1予防課

火災原因調査事業

395 395 395

42 消防法第３１条及び上尾市火災調査規程に基づき、火災の原因をはじめ火災及び
消火のために受けた損害の調査に着手しなければならない。これらの火災の原因を
究明し、予防行政へ反映させるものである。

-

1 8 1 1警防課

メディカルコントロール体制整備
事業

1,070 1,070 1,070

13 埼玉県中央地域メディカルコントロール協議会の運営及び救急活動におけるメディ
カルコントロール体制を確保するための経費である。

-

1 8 1 1警防課

救急隊員教育訓練事業

3,304 3,304 3,304

23 救急救命士の知識や技術を維持向上させるため、地域メディカルコントロールなどが
主催するプログラムや病院実習等の再教育を実施して救命率の向上を図る。

-

1 8 1 1警防課

ＡＥＤ普及整備事業

3,827 3,827 3,827

33 自動体外式除細動器（AED）の設置を行うことで、地域住民の安心・安全を確保する
事業である。

-

1 8 1 1警防課

救急業務推進事業

369 369 369

43 救命率の向上を目指し、必要な資器材の整備を進めるとともに、救急業務に関する
必要な対策の推進を図るための経費である。

-

1 8 1 1管理課

応急手当普及事業

2,146 2,146 2,146

53 救命率の向上を目指して、国から示された「応急手当の普及啓発活動の推進に関す
る実施要綱」に基づき、住民を対象に救命講習を実施しているもの。

-

1 8 1 1管理課

救急資器材整備事業

35,715 36,143 38,273

63 救急救命士等が使用する救急資器材を整備すると共に、感染症に対する予防策とし
て必要な消耗品の購入を行うもの。

-

1 8 1 1消防総務課

消防総務課一般事務費

4,685 4,685 4,685

19 消防業務を円滑に運営するために必要な事務費。-

1 8 1 1警防課

警防課一般事務費

2,329 2,329 2,329

29 研修・会議等に係る旅費、各種訓練の必要経費、緊急消防援助隊の出動に伴う必
要経費のほか、一般事務に係る各種経費である。

-

1 8 1 1指令課

指令課一般事務費

30 30 30

39 指令課事務費及び職員訓練講習会に参加するための費用負担経費-

1 8 1 1管理課

管理課一般事務費

1,558 1,558 1,558

49 消防署業務を円滑に運営するために必要な事務費である。-

1 8 1 3消防総務課

第一分団車庫・詰所整備事業

7,071 － －

59 上尾図書館本館の大規模改修に伴い、併設していた消防団第一分団車庫・詰所を
上尾中央小学校の敷地の一部に移転するもの。

-

1 8 1 1職員課

職員人件費【常備消防費】

3,091,193 3,091,193 3,091,193

9999 常備消防費に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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６．未来に引き継ぐ環境と共生するまちづくり 

 
 

目指す姿  

⾼い利便性と豊かな⾃然のバランスが取れており、住み続けたい環境がある 

 

施策の内容 

１) 良好なまちづく
りの推進 

●⼟地の開発と保全を計画的に⾏い、快適な都市環境と緑が共⽣する街づく
りを進めます。（都市計画課） 
●開発⾏為について、良好な宅地⽔準と⽴地の適正性を確保するため、規制、
誘導に努めます。（都市計画課） 
●市街地を計画的に開発して効率的な⼟地利⽤を図り、良好な宅地を提供
します。（都市計画課） 
●地区内の住⺠等にとって良好な住環境を形成するため、上尾市街づくり
推進条例に基づき、⾃発的・主体的に地域の街づくりを進めようとする団
体等に対して⽀援を⾏います。（都市計画課） 

●適切な建築物の誘導に努めます。（建築安全課） 

●良好な住環境の保全を図ろうとする地域に対する⽀援に努めます。（建築安

全課） 
●⼈⼝構造と時代の変化に対応して、都市機能が集約されたコンパクト・プ
ラス・ネットワーク型の利便性の⾼い市街地を整備するために、市街化区域
の秩序ある⼟地利⽤を図ります。（都市計画課） 

●適正な区域区分の検証を図ります。（農政課・都市計画課） 

●⼤規模な住宅団地の再⽣の取組に努めます。（都市計画課） 

２) 地域の憩いの場
の確保 

●⾝近な緑の保全・創出を図るため、「緑の基本計画」に基づき、公園の適
正な整備・管理に努めます。（みどり公園課） 
●⽼朽化が進む公園施設の適切な管理や、市街化区域内の住宅密集地にお
けるオープンスペースに努めます。 
（みどり公園課） 

●⼾崎公園北側の公園⽤地について、関係部署と協議し、計画的に整備して
いきます。（みどり公園課） 

３) 衛⽣的な⽣活環
境の維持 

 
 

●⽔質・⼤気・⼟壌・地盤沈下・騒⾳・振動・悪臭等について継続した環境
調査、監視・指導を実施します。（⽣活環境課） 
●良好な⽣活環境を維持するため、市⺠⽣活に密着した取組を⾏います。（⽣

活環境課）  

6-1 住環境 
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施策の内容 

３) 衛⽣的な⽣活環
境の維持 

 

●不幸な猫を⽣まないよう飼い主のいない猫の繁殖抑制に取り組みます。（⽣

活環境課） 
●⽝や猫の飼い主への適正な飼育管理について、専⾨家や⺠間団体との協働
を推進します。（⽣活環境課） 
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 610

1 2 1 6施設課

用地管理事業

11,631 11,631 11,631

11 上尾市が所有する土地（普通財産）の処分及び管理の費用。-

1 7 1 1建築安全課

建築安全事業

4,652 4,652 4,652

21 建築安全事業全般に係るもの。建築審査会委員報酬、特定建築物定期報告委託
料、指定道路図作成委託料等の事業費。

-

1 7 4 1都市計画課

街づくり推進会議運営事業

170 170 170

31 都市計画マスタープランに位置付けられている市民・事業者・市の協働による街づく
りを推進するための調査や審議を行ったり、市長に対し街づくりに対する提言を行う
組織として設置した「街づくり推進会議」の運営を図る。

-

1 7 4 1都市計画課

市民街づくり活動支援事業

201 201 201

41 「街づくり推進条例」を活用した街づくりを目指し、協議会の設立を予定している地区
及び設立した街づくり協議会に対して、協議会の運営支援、街づくりに関する情報提
供さらに、街づくり専門家の派遣を行う。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画基本図作成事業

6,930 11,000 11,000

51 都市計画変更等に伴う都市計画図の印刷や統合型GISの用途地域等の情報の更新
を行う。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画審議会運営事業

255 255 255

61 都市計画法第７７条の２の規定に基づき都市計画審議会を設置。-

1 7 4 1都市計画課

都市計画基礎調査事業

11,605 － －

71 都市計画法第6条に基づき、都市計画区域について、おおむね５年ごとに都市計画
に関する基礎調査として、都市の詳細な現状及び将来の動向を見据え、より適切な
都市計画を策定するための調査を行うもの。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画推進事業

4,767 － －

81 土地の有効活用や住環境の向上等を目的とし、各種都市計画の決定・変更に係る
調査及び法定図書の作成等を行う。

-

1 7 4 7都市計画課

開発指導事業

1,915 1,915 1,915

91 都市計画法に基づく許可等を行うための都市計画課の事務費用。-

1 7 4 6みどり公園課

丸山公園整備事業

27,191 27,191 24,791

12 上尾丸山公園は、昭和53年に約12.1haの面積で開園、平成元年度より約15.4haの拡
張計画を策定し、自然環境を生かした公園として整備及び維持管理を進めている。

-

1 7 4 6みどり公園課

街区公園整備事業

11,818 70,000 13,253

22 地区住民の憩いの場として設置される街区公園の整備を図る事業である。主に土地
区画整理事業などによって生み出された用地の公園整備を図る。

-

1 7 4 6みどり公園課

都市公園等管理運営事業

655,475 650,641 943,249

32 上尾市管理の都市公園及び上尾市自然学習館外施設、並びにその他の公園を効
率的に管理するため、指定管理者に委託し、公園の維持管理を行っていく。

-

1 7 4 6みどり公園課

戸崎公園整備事業

4,845 300,000 300,000

42 戸崎地区において平成5年に完了した公共残土埋立地(面積約6.0ha)について、公
園整備を図る。

-

1 7 4 6みどり公園課

空閑地整備事業

9,602 9,602 9,602

52 空地を効率的に利用することにより、地域環境の保全と地域住民の潤いのある市民
生活の向上に寄与することを目的に事業の推進を図る。

-

1 7 4 6みどり公園課

地域公園管理推進事業

2,008 2,008 2,008

62 地域に密着した公園環境を目指し、管理協定を締結し報奨金を支払う。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 610

1 7 4 8みどり公園課

ふるさとの緑の景観地保全事業

16,654 16,654 16,654

72 ふるさとの緑の景観地は埼玉県条例に基づき指定されている。埼玉県及び上尾市は
平成4年度から公有地化を進めている。

-

1 7 4 8みどり公園課

生産緑地事業

5,970 5,970 5,970

82 生産緑地に関係する都市計画資料作成、生産緑地標識の設置工事等の事業であ
る。

-

1 7 4 8みどり公園課

指定樹林保存事業

799 799 799

92 指定樹林・樹木の保全に対する奨励金である。-

1 7 4 8みどり公園課

ふれあいの森整備事業

28,555 28,555 28,555

102 武蔵野の雑木林を守り、次世代の子供達に引継ぐための事業であり、６箇所がふれ
あいの森として認定されており、奨励金の交付、整備及び維持管理を行う事業であ
る。

-

1 7 4 8みどり公園課

緑地帯管理事業

20,972 20,972 20,972

112 公共事業、開発等で設置された緑地の維持管理を実施する。-

1 7 4 8みどり公園課

みどりの基金管理事業

2 2 2

122 市税・寄附金等を積立し、緑化の推進及び緑の保全のための土地取得事業、みどり
の街づくりに関する事業に有効に活用する。

-

1 7 4 9みどり公園課

自然学習館管理事業

31,268 － 333

132 上尾丸山公園の一角に所在する自然学習館の管理を行う事業。-

1 4 1 4生活環境課

環境美化促進事業

9,495 9,495 9,495

13 条例に基づくポイ捨て防止のＰＲ活動を行うと同時に、関係団体や地域住民等の協
力により、クリーン上尾運動として清掃活動を行う。また荒川河川敷の環境保全を図
る荒川クリーン協議会の活動費の一部を負担する。

-

1 4 1 4生活環境課

狂犬病予防対策事業

5,775 1,504 1,504

23 犬の飼養は、狂犬病予防法により登録・予防注射が義務付けられており、市で事務
処理を行う。また、糞の放置防止等飼い主に対するマナー向上など、犬の適正飼養
のための施策を行う。

-

1 4 1 4生活環境課

衛生害虫駆除事業

116 116 116

33 ユスリカやチョウバエの発生防止のため、側溝や下水路等で使用する殺虫薬剤の配
布を行う。また、集中豪雨等による浸水被害が発生したときに消毒等を行い、公衆衛
生の維持に努める。

-

1 4 1 4生活環境課

無縁墓地管理事業

186 186 186

43 墓地、埋葬等に関する法律第９条の規定により、死体の埋葬又は火葬を行う者がな
いとき又は判明しないときは、死亡地の市町村長がこれを行わなければならない。遺
骨保管施設を設置し、遺骨の管理を行う。

-

1 4 1 4生活環境課

動物との共生社会推進事業

237 237 237

53 平成22年7月に「上尾市人と動物との調和のとれた共生に関する条例」が公布された
ことに伴い、市民と動物が共生できる社会の推進のため、ペットの適正飼養等の啓発
を行う。

-

1 4 1 4生活環境課

鳥獣等対策事業

2,417 2,417 2,417

63 鳴き声や糞などで市民に被害が生じているムクドリの問題を解消するため、対策装置
により追い払いをする。また、市民生活の安全を脅かすスズメバチ等の巣を駆除する
ため、業者に委託する者に対し補助金を交付する。

-

1 4 1 4生活環境課

飼い主のいない猫の不妊・去勢
手術支援事業

1,035 1,035 1,035

73 県が目指す犬・猫「殺処分」ゼロを目標に、飼い主のいない猫の不妊・去勢手術に係
る経費に対し一定の補助を行う。

-

1 4 1 4生活環境課

特定外来生物等防除事業

6,993 6,993 6,993

83 市民生活に影響を与える特定外来生物等の防除を行う事業・「埼玉県アライグマ防
除実施計画」に従い、捕獲したアライグマ（特定外来生物）の処分を行う。・捕獲許可
を得たアライグマ以外の害獣の処分を行う。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 610

1 4 1 5生活環境課

小型合併処理浄化槽転換支援
事業

8,813 8,813 8,813

93 生活雑排水の河川流入による公共用水域の水質汚濁防止を図るため、浄化槽処理
促進区域を対象に単独処理浄化槽から小型合併処理浄化槽へ転換する者に対し
設置等工事費の一部を補助する。

-

1 4 1 5生活環境課

環境調査・測定事業

12,483 12,483 12,483

103 公害を防止するため、水質汚濁防止法等の環境法令に基づき、発生源に対して調
査・測定を実施し、指導・助言を行う。また、市内の河川や大気などの状況と経年変
化を把握するため、定期的に調査を行い、公表する。

-

1 4 1 5生活環境課

路上喫煙防止事業

23,784 23,784 23,784

113 「上尾市路上喫煙の防止に関する条例」に基づき、上尾駅、北上尾駅周辺地区の路
上喫煙禁止区域で路上喫煙禁止に関して周知啓発を行うほか、指定喫煙所の整備
を行う。

-

1 4 2 3生活環境課

上尾、桶川、伊奈衛生組合運営
事業

168,360 168,360 168,360

123 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の規定に基づき策定した一般廃棄物処
理実施計画を基に、し尿及び浄化槽汚泥を処理するため、上尾、桶川、伊奈衛生組
合に拠出する負担金。

-

1 7 1 1建築安全課

民間建築物アスベスト対策事業

250 250 250

133 建築物に吹き付けられたアスベストの分析調査に対して補助を行う事業。-

1 4 1 4生活環境課

生活環境課一般事務費【環境衛
生費】

262 262 262

19 生活環境衛生の向上と環境保全の推進を図るための生活環境課の事務費用。-

1 4 1 5生活環境課

生活環境課一般事務費【環境対
策費】

8 8 8

29 環境問題について会員各市間の連絡を密にし、苦情処理を円滑に進めると共に、職
員の技能向上のための研究・研修の実施を目的とする県南部環境事務研究会負担
金。

-

1 4 2 3生活環境課

し尿処理体制整備事業

10,885 10,885 10,885

39 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、市の一般廃棄物処理実施計画によ
り、一般家庭及び事業所等から生じるし尿を収集、運搬する。収集、運搬業務は、許
可を受けた一般廃棄物収集運搬業者へ委託を行う。

-

1 7 4 1都市計画課

都市計画課一般事務費【都市計
画総務費】

805 805 805

49 「上尾市都市計画マスタープラン２０２０」の推進、「街づくり計画」の推進、その他都市
計画課の事務費用を計上する。

-

1 7 4 2都市計画課

都市計画課一般事務費【土地区
画整理費】

152 152 152

59 総合計画の市街地整備事業の推進を図るための都市計画課の事務費用。-

1 7 4 6みどり公園課

みどり公園課一般事務費【公園
費】

206 206 206

69 みどり公園事業の推進や、県、他市町村等との連絡調整等を図るためのみどり公園
課の事務費用。

-

1 7 4 8みどり公園課

緑の基本計画推進事業

4,950 4,950 4,950

79 緑の基本計画は、区域内における緑地の適正な保全や緑化の推進を総合的・計画
的に実施するために、「緑とオープンスペースの総合的計画」として市町村が策定す
る計画であり、定期的に見直しを実施する。

-

1 7 4 8みどり公園課

森林環境譲与税基金管理事業

27,361 27,361 27,361

89 森林環境譲与税を積立し、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普
及啓発等の森林整備及びその促進に関する事業に有効に活用する。

-

1 7 4 8みどり公園課

みどり公園課一般事務費【緑地
費】

42 42 42

99 緑化運動およびみどりの募金を推進するものである。-

1 7 1 1職員課

職員人件費【土木総務費】

180,906 180,906 180,906

9999 土木総務費に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 610

1 7 1 1職員課

会計年度任用職員人件費【土木
総務費】

3,157 3,157 3,157

9999 土木総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 7 4 1職員課

職員人件費【都市計画総務費】

238,301 238,301 238,301

9999 都市計画総務費に係る職員人件費。-

1 7 4 1職員課

会計年度任用職員人件費【都市
計画総務費】

1,950 1,950 1,950

9999 都市計画総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 7 4 2職員課

職員人件費【土地区画整理費】

59,511 59,511 59,511

9999 土地区画整理費に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 620

1 4 1 4環境政策課

資源循環推進事業

63,939 63,939 63,939

11 市民へのリサイクル意識の啓発のため、地域リサイクル団体に対し、報奨金及び補助
金の交付などの支援を行う。また、生ごみ減量化促進のため、家庭用生ごみ処理容
器等の購入費に対して補助金の交付を行う。

-

1 4 1 4環境政策課

廃棄物減量等推進審議会運営
事業

212 212 212

21 一般廃棄物の減量及び適正な処理に関する事項を審議するため、廃棄物減量等推
進審議会を開催し、事業の進捗管理を行う。

-

1 4 2 1環境政策課

上尾伊奈資源循環組合運営事
業

84,999 510,014 1,700,369

31 ごみ処理に関する事務を共同処理するため設置した上尾伊奈資源循環組合の運営
費に係る負担金を支払う。

-

1 4 2 1環境政策課

一般廃棄物処理施設建設等基
金管理事業

5,001 5,001 5,001

41 一般廃棄物処理施設の建設、改修その他の整備費用に充てるために設置された一
般廃棄物処理施設建設等基金の管理経費。

-

1 4 2 1西貝塚環境センター

西貝塚環境センター一般事務費

16,866 50,634 10,745

51 西貝塚環境センターの事務所管理費用や各種負担金及び交付金などである。また、
西貝塚環境センター・健康プラザの令和15年度以降の在り方に関する方針を策定す
る。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

不用品リサイクル事業

676 676 676

61 粗大ごみ収集及び市民から直接搬入されるごみの中には、品質が良好で再使用が
可能なものがあることから、西貝塚環境センター内にリサイクル展示室を設け展示し、
希望する市民に頒布を行うものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

資源回収業務委託事業

58,523 58,523 58,523

71 新聞、段ボール、雑がみ、古布をリサイクルするため、可燃物とは別に定期収集を行
い、資源の有効利用を図るものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

ごみ処分・運搬委託事業

83,033 83,033 83,033

81 ガラス・廃タイヤ・廃乾電池・動物死体・廃消火器などのごみを処分・運搬委託するも
のである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

ごみ収集委託事業

813,518 813,518 813,518

91 市内の各家庭から排出されるごみの収集運搬を委託するとともに、ごみ収集カレン
ダーを作成し、各世帯に配布するものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

最終処分事業

253,446 253,446 253,446

101 上尾市は最終処分場を所有しないため、焼却灰、破砕残渣等の最終処分（再生含
む）を委託処理するものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

ごみ収集車両管理事業

27,630 27,630 27,630

111 家庭ごみ収集（塵芥車、ダンプ等）、場内作業（フォークリフト等）に使用する車両の
賃貸借契約や維持管理（点検、修理等）を行うものである。

-

1 4 2 2西貝塚環境センター

西貝塚環境センター管理運営事
業

2,996,943 1,527,343 1,527,343

121 西貝塚環境センターの運営及び維持管理をするものである。-

1 4 1 4環境政策課

環境保護団体育成事業

500 500 500

12 民間団体が自発的に行う環境の保全及び創造に関する活動を促進するため、補助
金を交付する。

-

1 4 1 4環境政策課

環境審議会運営事業

184 184 184

13 「上尾市環境基本計画」を推進するにあたり、計画の進捗状況や今後に向けた課題
について調査・審議するために、年に数回会議を開催する事業である。

-

1 4 1 4環境政策課

環境推進協議会運営事業

149 149 149

23 上尾市環境推進大会、あげお環境賞、環境学習会、観察会、環境月間の取組等、
環境の保全及び創造に関する基本的施策の推進・啓発について、市民・事業者・行
政が一体となり、取り組む。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 620

1 4 1 4ゼロカーボン推進室

地球温暖化対策推進事業

44,218 43,128 43,128

33 『上尾市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）』及び『上尾市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）』に基づき、市民、事業者、行政における温室効果ガス排出量
削減に向けた取組を推進する。

-

1 7 4 1道路河川課

冷却ミスト整備事業

3,618 2,585 2,585

43 近年の地球温暖化の進行により記録的な暑さが続くことが頻発していることから、ヒー
トアイランド現象の緩和や熱中症対策のためミストシャワーを駅前に設置し、快適な駅
前環境の整備を行うもの。

-

1 4 1 4環境政策課

環境政策課一般事務費

201 201 201

19 研修・会議・視察等に要する旅費及び環境関連の書籍や事務用品等の消耗品を購
入する。

-

1 4 2 1職員課

職員人件費【清掃総務費】

227,682 227,682 227,682

9999 清掃総務費に係る職員人件費。-

1 4 2 1職員課

会計年度任用職員人件費【清掃
総務費】

4,423 4,423 4,423

9999 清掃総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 630

1 7 2 1建設管理課

道路台帳整備事業

35,109 35,109 35,109

11 市道認定、区域変更を行った道路を実測し道路台帳を整備する。この事業は地方道
路譲与税等に反映される。占用台帳のデータ更新により道路現況を把握し、市民
サービス向上に寄与する。

-

1 7 2 1建設管理課

道路境界確認事業

5,369 5,369 5,369

21 個人の土地利用に伴い、市内の道路境界未確定箇所について、境界確定の依頼が
あった際、測量業務を業者へ依頼し、事前調査、立会い、境界杭設置、図面作成、
データ管理等を行うものである。

-

1 7 2 1建設管理課

公共基準点管理事業

3,958 3,958 3,958

31 基準点は、地図作成や各種測量の基準となるものである。上尾市基準点管理規則に
基づき、適切に管理する必要がある。

-

1 7 2 1建設管理課

上尾駅駅前広場管理事業

24,937 23,425 23,425

41 上尾駅駅前広場が道路認定されたことから、道路管理者が管理するもの。-

1 7 2 1建設管理課

占用地管理事業

2,540 2,540 2,540

51 占用地及びその周辺の除草等維持管理業務を実施する。-

1 7 2 1建設管理課

地籍調査事業

5,192 － 17,000

61 平成10年度まで実施していた、地籍調査を再開するものである。事業計画を策定し、
その計画に基づき地籍調査を実施するものである。

-

1 7 2 1道路河川課

地下道ポンプ設備等管理事業

28,789 26,292 13,162

71 はなみずき通りのＪＲ高崎線の地下道部分及び小敷谷向山線並びに平方領々家の
ポンプ設備の管理を行う。

-

1 7 2 2道路河川課

１・２級道路修繕事業

122,011 122,011 122,011

81 1･2級市道路線を計画的に整備（修繕）し、交通の安全性と道路環境の向上を図る。-

1 7 2 2道路河川課

生活道路修繕事業

100,800 100,800 100,800

91 亀裂等により劣化した舗装の打ち替え工事を行う。また、歩道においては、透水性舗
装によって地下水の保水性を高めるよう配慮する。

-

1 7 2 2道路河川課

道路緊急安全対策事業

184,000 184,000 184,000

101 道路の安全性を確保するため、道路の陥没等の危険箇所を緊急かつ重点的に改修
する。

-

1 7 2 3道路河川課

道路側溝・管渠清掃事業

40,500 40,500 40,500

111 市が実施する道路側溝及び管渠の清掃と、地域住民が定期的に行う清掃の汚泥な
どの回収及び処理の業務委託。

-

1 7 2 4道路河川課

道路維持管理システム等運用管
理事業

3,495 2,322 2,322

121 年間千件を超える市民からの道路相談への対応を行っているが、インフラの老朽化
や激甚化する災害により相談内容は年々増えており職員への負担も大きい。デジタ
ル技術を活用して土木業務の効率化、生産性向上を図る。

-

1 7 2 5道路河川課

橋りょう管理事業

41,767 60,680 46,680

131 橋りょう長寿命化計画に基づく橋りょうの修繕や、台風による増水時における流失防
止のため、高欄の一時撤去・再設置を行う。

-

1 7 4 1都市計画課

違反屋外広告物撤去事業

1,671 1,671 1,671

141 屋外広告物法ならびに埼玉県屋外広告物条例に基づき、屋外広告物について許
可、指導し、かつ道路上の捨て看板等を撤去、処分する事業である。

-

1 7 4 3道路河川課

街路管理事業

329,019 329,019 329,019

151 街路樹の剪定等の維持管理業務を実施する。また、都市計画道路等の安全で快適
な歩行空間の確保、防災機能の強化、良好な景観の創出を図るため、必要な整備を
実施する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 630

1 7 4 3道路河川課

上尾駅ペデストリアンデッキ等管
理事業

72,651 10,000 10,000

161 上尾市歩道橋長寿命化修繕計画に基づき、上尾駅ペデストリアンデッキ及び歩道橋
の計画的な維持修繕を実施する。

-

1 7 4 3道路河川課

自転車レーン整備事業

7,900 7,900 7,900

171 自転車利用者の安全確保及び快適な通行空間を確保するため、路面標示等の設置
を行う。

-

1 10 2 1道路河川課

道路橋りょう等災害復旧事業

1 1 1

181 降雨、暴風、洪水、津波、その他異常な天然現象による災害により道路橋りょう等に
被害を生じた場合に、施設の原形復旧を行う。

-

1 7 2 1建設管理課

道路後退用地公有化促進事業

5,119 5,119 5,119

12 狭隘道路を解消し、生活環境の向上を図るため、建築基準法第４２条第２項道路の
道路後退用地提供者に分筆報奨金を支給し、整備を行う。また、道路後退用地が正
規に確保されているか否かを測量する。

-

1 7 2 4道路河川課

道路改良事業

153,960 91,530 91,530

22 道路拡幅のための用地を寄附又は買収により取得し、道路整備を行う。また、変則交
差点の改良並びに危険箇所におけるガードレール等の設置により安全確保に努め
る。

-

1 7 2 4道路河川課

舗装排水事業

58,500 58,500 58,500

32 既存道路の簡易型側溝の敷設替え及び新設等の工事を行う。また、車両等の通行
にも耐え得る蓋を設置し、安全性を確保する。さらに歩道の改善においては地下水
の保水性の高い街づくりに配慮した構造とする。

-

1 7 2 4道路河川課

戸崎公園周辺道路整備事業

24,300 24,300 24,300

42 平成３１年度に整備された戸崎公園の開設に伴い、公園までのアクセスの充実を図
るため、周辺道路の整備を行う。

-

1 7 4 3道路河川課

西宮下中妻線整備事業

293,717 349,526 167,088

52 上尾駅を中心とした中心市街地を主要幹線道路で囲む4方向ネットワークのひとつと
して計画された都市計画道路の整備を行う。県道川越上尾線までの事業区間670ｍ
（幅員16ｍ）の早期完成を目指す。

-

1 7 4 3道路河川課

上尾道路建設促進事業

17 17 17

62 上尾道路の建設促進を図るために組織する上尾道路建設促進期成同盟会及び建
設に伴う沿線地域の諸問題を解消するために組織する上尾道路対策協議会に対す
る事務費用である。

-

1 7 4 3道路河川課

第二産業道路建設促進事業

67 67 67

72 第二産業道路の建設促進を図るために組織されている「第二産業道路建設促進期
成同盟会」及び建設に伴う沿線地域の諸問題を解消するために組織されている「第
二産業道路上尾市上平地区対策協議会」を運営する事業である。

-

1 7 4 3道路河川課

上尾伊奈線整備事業

488,322 303,875 93,437

82 県道さいたま菖蒲線から伊奈町との市町境までの未整備区間約200ｍの早期完成を
目指す。

-

1 7 4 3道路河川課

歩行者利便増進道路活用事業

35,601 － －

92 上尾駅西口モンシェリー通りを賑わいのある道路空間として活用すべく、ほこみち制
度（歩行者利便増進道路）の活用に向けた道路整備を行う。

-

1 7 3 1建設管理課

河川流域遊水機能保全事業

1,750 1,750 1,750

13 洪水被害の軽減対策で、江川流域内の遊水機能としての役割を果たしている農地等
について、河川改修が終わり一定の成果が上がるまで、現状で土地利用をしてもらう
ための保全協定を締結し報償金を交付するものである。

-

1 7 3 1建設管理課

水路境界確認事業

3,070 3,070 3,070

23 水路境界未査定箇所及び再査定の必要な箇所について、境界確認測量業務委託
により境界の確定を行い、座標による図面の作成・管理をする。

-

1 7 3 1建設管理課

樋管管理事業

1,077 1,077 1,077

33 荒川に設置してある樋管三箇所について管理、点検操作を適切に行い、降雨による
増水時には市内へ河川水が逆流しないよう開閉操作する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 630

1 7 3 1建設管理課

水路台帳整備事業

1,215 1,215 1,215

43 河川及び水路等の用地・境界管理（財産管理）と構造的な機能管理の両面から
GIS(地理情報システム)を活用した水路台帳の整備を進める。

-

1 7 3 1建設管理課

雨水貯留施設設置等補助事業

672 672 672

53 本事業は、流域対策のひとつで、市民の方が自宅に雨水タンクを設置する際、費用
の1/２（上限３万円/基）を助成するものである。

-

1 7 3 1建設管理課

荒川堤防整備附帯事業

4,461 4,461 4,461

63 荒川堤防整備の事業主体である荒川上流河川事務所（国）と連携して事業を円滑に
進める。

-

1 7 3 2建設管理課

都市基盤河川江川改修事業

2,470 2,470 2,470

73 桶川市が事業主体となり流域の４市で「江川改修促進協議会」を形成し、河川改修の
推進及び維持管理（除草等）を行っている。負担金は流域面積割となっている。（上
尾３８％、北本１７％、鴻巣０．５％、桶川４４．５％）

-

1 7 3 2道路河川課

準用河川原市沼川改修事業

46,697 46,697 67,423

83 本河川は上尾市と伊奈町の行政境を流れる河川で、第１期事業の柳津橋上流から
平塚橋下流までの860ｍについては暫定的な河川改修が完了している。県事業の原
市沼調節池の進捗をうかがい本格的な改修事業を推進する。

-

1 7 3 2道路河川課

準用河川上尾中堀川改修事業

121,057 110,011 10,683

93 本河川は、平成10年度から天沼橋上流より多自然型護岸の河川改修を実施してい
る。平成25年度から市河川事業全体の進捗状況とのバランスを図るため休工してい
たが、令和３年度より再び改修事業を推進している。

-

1 7 3 2道路河川課

準用河川浅間川管理事業

6,589 6,589 6,589

103 本河川は、昭和５０年に準用河川の指定を受け、平成９年度より花の丘公苑から県立
大宮北特別支援学校までの約１．３ｋｍ区間の改修を令和２年度で完了し、令和３年
度から維持管理（除草等）を行っている。

-

1 7 3 2道路河川課

普通河川整備・管理事業

66,673 66,673 66,673

113 市内約260kmある普通河川や水路の整備及び維持管理を実施する。-

1 7 3 2道路河川課

調整池管理事業

16,794 14,466 14,466

123 調整池の清掃・点検、除草などの維持管理を実施する事業である。-

1 7 3 2道路河川課

鴨川環境施設管理事業

8,118 4,183 4,183

133 本事業は、埼玉県の水辺再生１００プラン事業で整備された富士見地内の鴨川親水
公園及び小泉地内の遊歩道の維持管理を行うものである。

-

1 7 3 2道路河川課

内水対策事業

198,949 144,338 53,223

143 近年、局地的な集中豪雨等により市内でも河川・都市下水路等沿線の特に低地で浸
水被害が発生しており、排水ポンプ等の対策を講じている。また、上尾市総合治水計
画及び治水整備基本計画に基づく内水対策を推進する。

-

1 7 3 2道路河川課

準用河川上尾中堀川側道整備
事業

26,140 70,000 7,000

153 準用河川上尾中堀川の管理用道路として整備するとともに、かわまちづくり計画を契
機とした周辺整備計画に基づき、地域の賑わい創出と利便性の向上に寄与すること
を目的に側道整備を行う。

-

1 10 2 2道路河川課

河川等災害復旧事業

1 1 1

163 降雨、暴風、洪水、津波、その他異常な天然現象による災害により河川等に被害を
生じた場合に、施設の原形復旧を行う。

-

1 7 2 1建設管理課

私道寄附・測量事業

3,518 3,518 3,518

19 私道寄附受納基準にあった私道寄附の申込により、境界確認、測量等を行い、所有
権移転登記後、整備を行う。

-

1 7 2 1建設管理課

建設管理課一般事務費【道路橋
りょう総務費】

3,306 3,306 3,306

29 交通環境の充実と幹線道路・生活道路の維持管理を目的に迅速かつ適切な道路管
理を行うための事務費用や、道路用地の借り上げに係る費用である。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 630

1 7 2 1道路河川課

道路河川課一般事務費【道路橋
りょう総務費】

3,346 3,346 3,346

39 市が管理する道路等の適切な維持管理に必要な事務費。-

1 7 2 4道路河川課

土木積算システム運用管理事業

2,417 2,417 2,417

49 土木工事の発注において、工事費の積算業務について電算化によって行う機器の
借り上げ並びにシステムの使用料。

-

1 7 3 1建設管理課

建設管理課一般事務費【河川
費】

1,023 1,023 1,023

59 河川事業に係る全般的な事務費。-

1 7 3 1道路河川課

道路河川課一般事務費【河川
費】

471 471 471

69 河川事業に係る全般的な事務費。-

1 7 4 3道路河川課

道路河川課一般事務費【街路事
業費】

417 417 417

79 主要な道路ネットワークの整備促進を行う各関係諸団体の負担会等に係る費用。-

1 7 2 1職員課

職員人件費【道路橋りょう総務
費】

129,875 129,875 129,875

9999 道路橋りょう総務費に係る職員人件費。-

1 7 3 1職員課

職員人件費【河川総務費】

39,043 39,043 39,043

9999 河川総務費に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 640

経営総務課

上下水道部庁舎管理事業

57,933 57,933 57,933

11 上下水道部庁舎の維持管理に係る光熱水費や通信運搬費、車両リース代や修繕費
用など。

-

経営総務課

啓発事業

61 61 61

21 水道週間や出前講座、施設見学等の来場者啓発記念品等。-

経営総務課

支払利息

56,208 70,804 84,458

31 財務省財政融資資金や地方公共団体金融機構、銀行などの企業債利子。-

経営総務課

企業債償還金

275,626 217,887 184,463

41 財務省財政融資資金や地方公共団体金融機構、銀行などの企業債元金償還金。-

業務課

水道検針及び上・下水道料金徴
収事業

276,380 276,380 276,380

51 定期的に各戸を訪問し水道メータを検針及び点検することにより正確な使用水量を
把握する事業である。また、その検針結果に基づき上・下水道料金を算定し徴収する
事業である。

-

業務課

水道メーター交換事業

215,176 215,176 215,176

61 水道メーターは、計量の基準を定め適正な計量の実施を確保する目的から計量法で
検定認証の有効期限が製造日から８年と規定されているため、その期限内に水道
メーターを交換する事業である。

-

業務課

給水装置工事適正化事業

29,044 29,044 29,044

71 給水装置の新設・改造等の申込及び工事に関して、水道法、給水条例に照らしあわ
せて審査するとともに必要な指導を行い、給水装置工事の適正化を図る。

-

水道施設課

老朽管更新事業

704,880 704,880 704,880

81 老朽鋳鉄管等から耐震継手管への更新。-

水道施設課

新設配水管整備事業

13,940 13,940 13,940

91 新設道路及び未配管道路への配水管新設工事等。-

水道施設課

給水整備事業

67,100 67,100 67,100

101 配水管布設工事に伴う給水整備工事(各家庭への引き込み管の新設)等。-

水道施設課

舗装本復旧整備事業

149,794 149,794 149,794

111 配水管布設工事等に伴う舗装の本復旧。-

水道施設課

実施設計調査事業

17,668 17,668 17,668

121 配水管布設工事等に伴う調査設計及び境界復元測量等。-

水道施設課

水道施設運営管理事業

2,144,524 2,144,524 2,144,524

131 県水購入費、浄水場の運転監視、保守点検業務、次亜塩素酸ナトリウムの購入、修
繕等基本的な浄水施設、水道設備の管理運営等。

-

水道施設課

浄水場更新事業

341,139 391,139 1,656,002

141 上下水道部庁舎周辺整備、水質モニタ更新等。-

水道施設課

水質管理事業

67,523 67,523 67,523

151 計画的に水質検査を実施し、水質モニタによって24時間監視を行う。また、管洗浄を
定期的に実施する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 640

水道施設課

漏水防止対策事業

245,020 245,020 245,020

161 市内給水区域における漏水調査及び修繕等。-

1 4 4 1経営総務課

水道事業会計繰出金

447 447 447

171 東日本大震災被災者への水道料金減免額を一般会計から繰り出すもの。-

経営総務課

荒川左岸南部流域下水道管理
事業

925,640 966,387 978,711

12 流域関連公共下水道として、荒川左岸南部流域下水道へ流入し、荒川水循環セン
ターにおいて汚水を浄化しているが、このセンターの維持管理費用として支出する。

-

経営総務課

下水道事業債(元金)管理事業

949,362 971,029 1,013,834

22 財務省財政融資資金や地方公共団体金融機構、銀行などの下水道事業債元金償
還金

-

経営総務課

下水道事業債(利子)管理事業

219,812 242,556 282,491

32 財務省財政融資資金や地方公共団体金融機構、銀行などの下水道事業債利子償
還金

-

経営総務課

予備費管理事業

5,065 5,000 5,000

42 公共下水道事業会計の予備費。-

業務課

受益者負担金賦課徴収事業

4,183 4,183 4,183

52 都市計画法第75条の規定に基づき、下水道事業に要する費用の一部（1/5）に充て
るため、公共下水道の面整備区域に係る受益者負担金の賦課徴収に要する経費。

-

業務課

水洗便所普及事業

7,449 7,449 7,449

62 水洗便所普及事業は水洗便所改造資金貸付及び水洗化普及指導事業の2つから
なり、水洗化の推進を図っている。

-

業務課

下水道使用料賦課徴収事業

138,223 140,662 143,144

72 上水道料金と併せて、下水道使用料を賦課・徴収するための水道事業に対する業務
委託費及びさいたま市の公共下水道施設を利用することによるさいたま市へ支払う
負担金。

-

業務課

汚水取付管整備事業

73,919 73,919 73,919

82 公共下水道供用開始区域内において、新たに宅地利用（住宅の新築等）が生じた場
合に、水洗化のため、新規に公共下水道本管に接続させるための汚水取付管工事
費（道路敷地内の本管～個人敷地まで）である。

-

下水道施設課

公共下水道管渠整備事業

1,292,758 808,649 753,276

92 汚水事業は、領家地区への幹線工事及び堤崎地区・中新井地区・地頭方地区の汚
水管渠整備を進める。R8整備予定面積は3.8ha。

-

下水道施設課

下水道施設ストックマネジメント
計画推進事業

197,400 399,260 415,553

102 日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止す
るため、ストックマネジメント計画（維持管理・改築更新計画）を策定し、ライフサイクル
コストの最小化及び予算の最適化を図る。

-

下水道施設課

荒川左岸南部流域下水道整備
事業

235,204 206,160 208,211

112 流域関連公共下水道として、荒川左岸南部流域下水道へ流入し、荒川水循環セン
ターにおいて汚水を浄化しているが、このセンターの整備費用として支出する。

-

下水道施設課

ポンプ場管理運営事業

976,559 1,766,551 1,230,451

122 汚水中継ポンプ場（6施設）及びマンホールポンプ（10施設）の24時間運転管理業
務、並びに各設備の定期的な保守点検業務を行い、流域下水道幹線への安定した
汚水送水に努める。

-

下水道施設課

公共下水道管渠管理事業

193,277 193,277 193,277

132 下水道管渠の維持管理に伴う修繕及び清掃を行うものである。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 640

下水道施設課

下水道台帳整備事業

12,740 12,740 12,740

142 下水道台帳は、下水道の管理の適正化と下水道施設の適正把握の基本となるもの
である。

-

1 7 4 4経営総務課

公共下水道事業会計繰出金

887,510 887,510 887,510

152 昭和50年11月に、流域下水道幹線の完成に合わせ、処理区域の改良事業の施工及
び下水道施設の維持管理を行っているが、地方債・国支出金等の資金だけでは事
業財源が不足するため、一般会計からの繰出金が必要である。

-

1 7 4 5道路河川課

芝川都市下水路整備・管理事業

68,891 68,891 68,891

13 本事業は、大雨時の氾濫防除を目的に昭和４７年度から平成１１年度までに３年に１
度の大雨（将来１/７)に対しての整備が完了し平成１２年度から上尾市が事業主体と
なりさいたま市、桶川市の負担を得て維持管理を行う。

-

1 7 4 5道路河川課

都市下水路管理事業

127,480 272,949 130,910

23 完成または供用を開始している市内都市下水路（丸山、尾山台、原市、瓦葺、中新
井、上郷、今泉、鴨川雨水幹線）の維持管理を行う。

-

経営総務課

一般管理費

1,219,898 1,219,898 1,219,898

19 減価償却費や資産減耗費、消費税などの水道事業に係る管理運営費。-

業務課

一般管理費

4,380 4,380 4,380

29 業務課の事業全般の実施に要する旅費、備消品等の事務費用及び資機材購入費。-

水道施設課

一般管理費

149,156 149,156 149,156

39 旅費交通費、工事に伴う補償費、備消品費(建設物価や積算資料及び法規集加除
費)及び通信費等。

-

経営総務課

経営総務課一般事務費

2,030,030 1,992,603 1,989,629

9 消費税の支払いや関係団体への負担金等の経営総務課の事務費用、児童手当、
貸倒引当金繰入額、減価償却費及び資産減耗費。

- 4

業務課

業務課一般事務費

25,099 25,177 25,177

下水道事業に係る事務費用。9 - 5

下水道施設課

下水道施設課一般事務費

8,138 3,407 3,422

下水道事業に係る事務費用。9 - 6

経営総務課

職員人件費(水道事業会計)

428,550 428,550 428,550

9999 水道事業会計に係る職員人件費-

経営総務課

職員人件費(公共下水道事業会
計)

340,142 340,142 340,142

9999 公共下水道事業会計に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 710

1 5 1 1農業委員会事務局

農地基本台帳システム運用管理
事業

922 920 722

11 農地基本台帳システムの管理業務を円滑かつ適正に処理し、農業施策に活用する
ものである。

-

1 5 1 1農業委員会事務局

農業委員会運営事業

12,887 12,105 13,239

21 農業委員会等に関する法律に基づき設置された農業委員会は、法第６条の規定に
よる①法令に基づく業務、②農地等の利用の最適化の推進、③農地一般に関する
調査及び情報の提供などを行う。

-

1 5 1 1農業委員会事務局

農地パトロールシステム運用管
理事業

934 934 934

31 農地パトロールを効率的に実施するため、タブレット端末を利用した農地パトロール
システムを運用する。

-

1 5 1 2農政課

農産物共進会事業

372 372 372

41 「あげおアグリフェスタ」と同時開催される「農産物共進会（農産物品評会）」におい
て、優秀なる生産者を表彰することで、生産意欲の向上と上尾市の農業振興を図る。

-

1 5 1 3農政課

農業制度資金利子補給事業

130 130 130

51 長期かつ低利の農業用施設資金の農業者に対する融資を円滑に進めるため、県及
び市が利子補給を行い、農業者等の資本装備の高度化を進め、農業経営の近代化
を図る。

-

1 5 1 3農政課

農業女性連絡協議会運営事業
費補助事業

400 400 400

61 農業研修会・味噌づくり・小麦まんじゅうなど農家の伝統的な食品の加工実習を通
じ、食文化の後世への継承づくりを進めている、市内2支部(東・西）で組織される 農
業女性連絡協議会に対する補助を行う。

-

1 5 1 3農政課

あげおアグリフェスタ運営補助事
業

8,110 8,110 8,110

71 農家と市民との交流の場として、毎年実りの秋に実施する「あげおアグリフェスタ」へ
の補助事業。JA、農業生産者団体、農業関連団体に加え、各種協定自治体の協力
のもとに実施される。

-

1 5 1 3農政課

農業後継者育成事業

8,408 8,408 8,408

81 ・農業後継者の育成のため、各種施策に取り組み魅力ある農業経営の確立を図る。・
新規就農者を支援するため、農業用機械や施設等、初期投資にかかる費用及び農
業経営に必要な経費の一部を補助する。

-

1 5 1 3農政課

市民農園管理運営事業

9,061 9,178 9,178

91 都市農業の保全策として、市民農園整備促進法により整備した市民農園「アグリプラ
ザ平塚」の管理及び運営を行う。

-

1 5 1 3農政課

農業振興費補助事業

869 869 869

101 農業振興を目的として活動する団体等の運営費に対する補助や、経営規模の拡大
や経営の効率化を図ろうとする担い手の負担軽減を行う。

-

1 5 1 3農政課

アグリサポーター育成事業

265 265 265

111 農家の農作業負担の軽減と農作業の担い手を発掘するため、農繁期などに農作業
に協力する「アグリサポーター」を育成し、サポートが必要な農家とのマッチングを行
う。

-

1 5 1 4農政課

「あげお朝市」支援事業

68 68 68

121 上尾駅自由通路において地元産農産物を販売する。地域で生産された農産物を地
域で消費する「地産地消」として、新鮮・安全・安心な上尾産農産物をＰＲする。

-

1 5 1 4農政課

園芸振興協議会運営事業

243 243 243

131 市内の園芸作物生産団体やJAさいたまとの連絡協調により、「園芸作上尾一」の圃
場審査、各種生産団体補助、各種研修会等を通じて園芸作物農家の技術向上と
農業経営の安定と発展を目指す。

-

1 5 1 4農政課

園芸振興費補助事業

11,723 10,051 10,051

141 園芸農家等に対する、機械・総合防除網・農産物自販機等の導入経費の補助や、市
本庁舎・上尾駅に農産物自販機を設置することで、市内農産物のＰＲ、経営の安定
化、生産性の向上や販路拡大機会の創出に向けた支援を行う。

-

1 5 1 4農政課

軽トラ・ファーマーズマーケット事
業

10 10 10

151 上尾駅西口イベント広場や公園、イベント会場などでの開催要望があることから、農
産物の収穫時期に合わせて「ファーマーズマーケット」を行う。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 710

1 5 1 5農政課

畜産団体等育成事業

700 700 700

161 畜産の規模拡大や畜産農家の経営の安定化を目的として、施設改修や乳牛・肉用
牛の品質向上に係る経費、家畜等の導入に係る経費、酪農ヘルパーや牛法定検査
費用等を補助する。

-

1 5 1 6農政課

農村生活環境整備事業

300 300 300

171 上平東部地域の畑地帯総合土地改良事業区域において、農業者に加え子供から高
齢者に至る地域住民参加型の生活環境整備事業等、上平東部地域生活環境整備
検討委員会へ補助を行う。

-

1 5 1 6農政課

農業用用排水路管理事業

350 350 350

181 土地改良事業等により整備された施設等を対象に緊急的な修繕工事や保全管理の
ため草刈り等を行い、土地改良施設の機能保持により優良農地の保全に資する。

-

1 5 1 6農政課

多面的機能支援事業

5,709 5,709 5,709

191 農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行
い、地域資源の適切な保全管理を促進する。

-

1 10 1 1農政課

農地農業用施設災害復旧事業

1 1 1

201 降雨、暴風、洪水、津波、その他異常な天然現象による災害により農地農業用施設
等に被害を生じた場合に、農地農業用施設の原型復旧を行う。　

-

1 6 1 2商工課

商工会議所等補助事業

37,319 37,319 37,319

12 地域総合経済団体として、調査研究、各種相談、経営指導や支援など、業界全体の
基盤強化や地域振興に寄与する団体に対し、支援を行う。

-

1 6 1 2商工課

産業振興推進事業

9,073 3,870 3,870

22 上尾市産業振興ビジョンの実現に向けて、各種産業振興施策を総合的に推進する
ため、関係機関等と連携して、効果的な施策提供をはじめ、事業者に対する多様な
支援を行う。

-

1 6 1 2商工課

商店街等支援事業

9,975 10,041 10,041

32 商店街等の環境基盤を維持・促進し、コミュニティ活動、販売促進等を行うことによ
り、地域の活性化並びに振興を図る商店街等に対する多様な支援を行う。

-

1 6 1 2商工課

中小企業融資あっせん事業

21,654 21,654 21,654

13 市内で事業を営む中小企業者に対し、経営の安定と振興を図ることを目的に融資の
あっせんを行うもの。

-

1 6 1 2商工課

中小企業サポート事業

11,830 11,830 11,830

23 事業者が抱える経営課題や、地域課題の解決に向けて、関係機関と連携し、専門家
による「知識の支援」と補助金による「資金の支援」の両輪でサポートすることで、中小
企業の事業継続と成長発展を支援する。

-

1 6 1 2商工課

事業者交流促進事業

6,997 6,997 6,997

33 上尾市内の工業製品等を一堂に展示し、広く紹介する工業フェアを実施することで、
企業と地域社会との結びつきを強めるとともに、情報収集、異業種交流の場を設け、
市内工業のより一層の発展に寄与する。

-

1 6 1 2商工課

観光協会補助事業

64,647 58,996 58,996

15 観光事業の健全な振興を図り、産業経済の発展と文化の振興に資する事業を運営
する上尾市観光協会に対して補助する。

-

1 6 1 2商工課

あげおお土産・観光センター管
理運営事業

14,244 14,244 14,244

25 上尾駅東口再開発ビルA-GEO・タウン2階において、上尾市内の土産品の販売、市
内観光案内等の拠点として、あげおお土産・観光センターを運営する。

-

1 6 1 2商工課

にぎわい振興推進事業

12,307 12,307 12,307

35 本市の商業・観光の振興やにぎわいの創出にあたり、その一助となる市を代表する歴
史あるイベントや大規模イベントなどを開催する団体などに対して、その開催を支援
することを目的として事業費の一部を補助する。

-

1 5 1 2農政課

農政課一般事務費【農業総務
費】

119 119 119

19 都市農業振興に係る研修旅費、農業に関する最新情報を得るための日本農業新聞
の購読等をはじめとする消耗品に係る経費を計上する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 710

1 5 1 3農政課

農政課一般事務費【農業振興
費】

1,492 1,492 1,492

29 農業振興を目的として活動する団体等の運営費補助、専門相談員による農業者支
援、農業災害復旧の共済組合運営費に対する補助等を行う。

-

1 5 1 6農政課

農政課一般事務費【農地費】

3,068 3,068 3,068

39 水辺公園等の土地借上料を支出する。土地改良関係各種団体へ負担金等を支出
する。

-

1 6 1 1商工課

商工課一般事務費【商工総務
費】

1,305 1,305 1,305

49 研修等の旅費及び消耗品の購入に係わる事務費、その他、事業に属さない総務費
用。

-

1 5 1 2職員課

職員人件費【農業総務費】

124,334 124,334 124,334

9999 農業総務費に係る職員人件費。-

1 5 1 2職員課

会計年度任用職員人件費【農業
総務費】

1,653 1,653 1,653

9999 農業総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 6 1 1職員課

職員人件費【商工総務費】

82,046 82,046 82,046

9999 商工総務費に係る職員人件費。-

1 6 1 1職員課

会計年度任用職員人件費【商工
総務費】

3,828 3,828 3,828

9999 商工総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 720

1 6 1 3商工課

技能功労者表彰事業

122 122 122

11 上尾市技能功労者表彰要綱に基づき、永く同一の職業に従事し、技能の向上、後進
の育成等に貢献した技能者を表彰することにより、社会的、経済的地位並びに技能
水準の向上を図る。

-

1 6 1 3商工課

勤労者福祉サービスセンター補
助事業

35,979 35,979 35,979

21 上尾市内に居住又は勤務する中小企業の勤労者に対して、総合的な福祉事業を行
うことにより、勤労者福祉の向上を図るとともに、地域企業の振興及び地域社会の発
展に寄与する勤労者福祉サービスセンターに補助する。

-

1 6 1 3商工課

勤労者住宅資金貸付事業

150,000 150,000 150,000

31 上尾市内に居住し、または居住しようとする勤労者に対して、住宅の新築・増改築・修
繕などの住環境の整備に必要な資金を貸付けする。

-

1 6 1 3商工課

ワークプラザあげお管理運営事
業

498 498 498

41 東口ワークプラザあげおにおいて就労に関する相談及び紹介、就労支援（上尾市ふ
るさとハローワーク、個別就職相談）を実施している。

-

1 6 1 3商工課

商工課一般事務費【労政費】

308 308 308

19 講師謝礼や会場借上料、倒産情報購読料など、労政に関する事務費用。上尾・桶
川・伊奈地域雇用対策協議会主催による、インターンシップ事業や就職面接会など
の就労支援を実施する。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 810

1 1 1 1議会事務局

議会報編集発行事業

9,857 11,003 9,881

11 定例会や臨時会などの会議内容を市民に知らせるため「議会だより」及び「声の議会
だより」を年４回発行する。また４年に一度の改選期には臨時号（１月）を発行する。

-

1 2 1 1総務課

情報公開･個人情報保護･公文
書管理制度運営事業

528 528 528

21 情報公開制度と個人情報保護制度、公文書管理制度を運営する。重要事項を審議
する運営審議会、審査請求について調査審議する審査会、各請求対応や刊行物の
閲覧等を行う情報公開コーナーなど。

-

1 2 1 1総務課

公文書管理事業

7,725 7,725 7,725

31 行政文書の適正な管理と歴史公文書の適切な保存等を図るため、文書管理システ
ムを運用するとともに紙文書の保管・管理を行う。

-

1 2 1 2広報広聴課

広報誌作成・発行事業

75,322 75,322 75,322

41 市政や施策の取組状況、お知らせなどを市民に分かりやすく提供するため、市報『広
報あげお』を毎月発行する。視覚障害者向けには、『広報あげお』の内容を録音した
『声の広報』を毎月送付する。

-

1 2 1 2広報広聴課

シティプロモーション推進事業

58,093 10,659 10,659

51 各課が行うシティプロモーションへの支援や全庁的に行うシティプロモーションの取
組を企画する事業であり、職員に対する研修やホームページの運用に加え、アッ
ピーグッズの製作等を行う。

-

1 2 1 2広報広聴課

市長への政策提言制度等運用
事業

66 － 66

12 専用はがき及び市ホームページ専用フォームからの投書について、速やかに回答を
作成し、もって施策の参考とする。

-

1 2 1 2広報広聴課

市政相談委員制度運用事業

233 218 233

22 第三者の相談機関として市政相談委員を設置し、市政に対する苦情を公正・中立の
立場から解決するとともに、行政上の問題がある場合は、市の機関へ改善方法等の
意見を述べるなど、公正で信頼できる市政の推進を図る。

-

1 2 1 2広報広聴課

広報広聴課一般事務費

669 669 669

19 報道機関との連絡調整のほか、広報及び広聴全般の業務を行う。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 820

1 1 1 1議会事務局

会議録等作成事業

8,670 8,670 8,670

11 本会議及び委員会の会議録を作成するとともに、インターネット上に公開することによ
り会議の内容を広く市民に知らせる。

-

1 1 1 1議会事務局

議会図書室管理事業

1,006 1,006 1,006

21 議員の調査研究に資するために設置する議会図書室の資料や法令集などを充実・
管理するための事業である。

-

1 2 1 1総務課

郵便物発送事業

102,393 102,393 102,393

31 郵便物等の発送を行う。郵便料金計器を借上げ、郵便料金の支払に対応する。-

1 2 1 1総務課

庁内印刷事業

28,074 28,074 28,074

41 複写機、印刷機等による庁内印刷に関する業務を行う。-

1 2 1 1総務課

法規事務事業

7,260 7,260 7,260

51 市条例、市規則などの市例規情報をデータベースで管理し、各職員のＰＣ検索を可
能にしている。市ホームページで市民も閲覧可能。例規審査や法律相談等の法規事
務全般に使用するため、加除式書籍等を購入している。

-

1 2 1 1総務課

行政不服審査制度運営事業

306 306 306

61 行政不服審査制度に基づく上尾市行政不服審査会運営を主なものとするもの。この
他、当該制度の円滑な運用のため、委員や審理員の資質向上も図っていく。

-

1 2 1 1契約検査課

契約システム等運用管理事業

10,444 10,444 10,444

71 埼玉県電子入札共同システムを利用して、①業者登録、②電子入札の執行、③入札
結果の公表を行っている。また、契約管理システムや電子契約システムにおいて、契
約事務に必要な情報の管理や運用等を行っている。

-

1 2 1 1マイナンバー・パスポートセンター

旅券事務事業

71 71 71

81 埼玉県パスポートセンターで行っている旅券発給事務のうち申請の受理、審査及び
交付事務を行う。

-

1 2 1 5総務課

車両管理運行事業

35,747 35,747 35,747

91 公用車の適正な運行管理。-

1 2 1 5総務課

電話機管理事業

28,046 28,046 28,046

101 市役所本庁舎、第三別館における電話設備等保守管理。-

1 2 1 5総務課

本庁舎・第三別館管理事業

392,634 305,892 310,160

111 市民及び職員の快適な環境の確保のため、本庁舎及び第三別館の設備管理業務
（設備運転管理・設備維持管理）、清掃業務、総合受付業務、電話交換業務、警備
業務、来庁者駐車場管理業務を行う。

-

1 2 1 7行政経営課

行政サービス向上制度推進事
業

117 117 117

121 行政サービスの維持・向上を目的としたマネジメントシステムを全庁で運用する。-

1 2 1 7行政経営課

行政改革推進事業

213 213 213

131 社会経済情勢の変化に対応し、簡素で効率的な行政運営を推進するため、外部委
員による上尾市行政改革推進委員会を設置し、上尾市行政改革プランを推進する。

-

1 2 1 7行政経営課

上尾市地域創生総合戦略推進
事業

457 457 457

141 令和７年度に策定した第３期上尾市地域創生総合戦略について、外部委員による上
尾市地域創生総合戦略審議会を設置し、進捗管理や検証によりその推進を図る。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

ネットワーク設備運用管理事業

400,571 326,283 311,826

151 庁内でのICT資産を運用するためのネットワーク設備及びネットワークサービスに係る
運用管理費用。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 820

1 2 1 8ＩＴ推進課

パソコン・プリンタ管理事業

106,665 147,606 166,591

161 庁内等のICT資産を利活用するためのパソコン・プリンタ機器に係る運用管理費用。-

1 2 1 8ＩＴ推進課

公共施設予約システム運用管理
事業

5,550 5,550 11,481

171 上尾市公共施設予約システムの運用管理費用。-

1 2 1 8ＩＴ推進課

電子申請運用管理事業

1,909 1,909 1,909

181 市民サービスの充実と効率化を推進するための『埼玉県市町村電子申請共同システ
ム』の使用料。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

基幹系システム運用管理事業

332,401 374,112 285,325

191 行政事務（住民記録、各種税・料等）を支える基幹業務システムの安定維持のための
運用費用。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

ＧＩＳ運用管理事業

12,364 12,364 12,364

201 庁内の地理空間情報を利用するための統合型GISシステム及び地理空間情報を提
供するための公開型GISシステムの運用管理費用。

-

1 2 1 11市民協働推進課

市民相談事業

2,027 2,027 2,027

211 市民生活上の様々な問題について、常時、相談窓口を開設する。-

1 2 3 1市民課

戸籍・住民基本台帳事務事業

11,332 11,332 11,332

221 戸籍法、住民基本台帳法、番号法、上尾市印鑑の登録及び証明に関する条例に関
する事務を行う。

-

1 2 3 1市民課

コンビニエンスストアにおける住
民票等交付事業

25,697 18,409 18,409

231 総務省が推奨する「コンビニエンスストアのキオスク端末による証明書等の交付事業」
に地方自治体が参加するもので、市民がマイナンバー（個人番号）カードを利用して
コンビニで住民票等を取得することができる。

-

1 2 3 1市民課

戸籍総合システム運用管理事業

41,672 27,951 27,951

241 市民課、証明書発行センター及び支所・出張所における戸籍事務の処理効率を向
上させ、即時証明書発行等の市民サービスを提供するための戸籍総合システムの運
用管理を行う。

-

1 2 3 1市民課

出張所管理運営事業

2,891 2,891 2,891

251 尾山台出張所、上尾駅出張所における清掃、警備等の管理運営を行う。令和５年度
に上尾駅出張所の耐震補強工事を実施。

-

1 2 3 1マイナンバー・パスポートセンター

マイナンバーカード事務事業

104,218 104,218 104,218

261 行政手続きの効率化と国民の利便性向上を目的としたマイナンバーカードの交付・
申請・更新など関連事務を行う。

-

1 2 4 2選挙管理委員会事務局

選挙常時啓発事業

1,537 1,537 1,537

271 選挙が明るくかつ適正に行われるよう地域やイベントでの啓発活動を行う。また、小
学生および中学生、高校生に選挙啓発ポスター作品の募集を行う。

-

1 2 4 3選挙管理委員会事務局

県議会議員選挙事業

84,410 － －

281 令和9年4月29日任期満了に伴う埼玉県議会議員一般選挙を管理執行するための経
費。

-

1 2 4 4選挙管理委員会事務局

参議院議員選挙事業

－ － 74,210

291 令和7年7月28日任期満了に伴う参議院議員通常選挙を管理執行するための経費。-

1 2 4 6選挙管理委員会事務局

市議会議員選挙事業

－ 122,390 －

301 令和9年12月31日任期満了に伴う上尾市議会議員一般選挙を管理執行するための
経費。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 820

1 2 4 7選挙管理委員会事務局

県知事選挙事業

－ 68,868 －

311 令和9年8月30日任期満了に伴う埼玉県知事選挙を管理執行するための経費。-

1 2 5 1総務課

統計調査総務事業

79 79 79

321 統計事務に係る職員の研修旅費、住宅地図代等を計上する。-

1 2 5 2総務課

基幹統計調査事業

9,499 3,105 10,044

331 統計法に基づく各種基幹統計調査を実施する。各種基幹統計調査の学校基本調
査、国勢調査、住宅土地統計調査、農林業センサス、経済センサス等にかかる調査
区管理、実査業務、審査業務を行う。

-

1 1 1 1議会事務局

議会ＩＣＴ推進事業

2,616 2,616 2,616

12 タブレット端末を議会へ導入し、オンライン会議や会議資料のペーパーレス化を推進
するための事業。

-

1 2 1 7行政経営課

ＡＩ議事録作成システム運用事業

660 660 660

22 インターネット経由で専用サーバーに会議の音声データをアップし、発言時間と同時
間程度で議事録が作成されるシステムを運用する。

-

1 2 3 1市民課

キャッシュレス決済事業

4,332 4,332 4,332

32 　上尾市ICT化推進計画に基づき、「市民の利用性向上」を図るため、「行政手続き
のオンライン化」の一つである「キャッシュレス決済」の拡充に努める。

-

1 2 1 1職員課

公務災害補償事業

358 358 358

13 職員が公務上又は公務のための通勤途上において負傷、疾病、死亡等の災害を受
けた場合に、これに対して補償を行う。

-

1 2 1 1職員課

産業医・衛生委員会事業

5,500 5,500 5,500

23 労働安全衛生法に基づき、職員の安全及び衛生の確保を目的とする。-

1 2 1 1職員課

職員健康管理事業

29,484 29,484 29,484

33 労働安全衛生法に基づき、職員の健康診断、特殊健康診断及びストレスチェック等
を実施する。

-

1 2 1 1職員課

人事・給与システム運用事業

8,683 8,683 8,683

43 人事管理・給与支給などを適正に行うための電算システム運用経費。-

1 2 1 1職員課

職員研修事業

8,857 8,857 8,857

53 人材育成基本方針に基づき、各階層に求められる能力を学ぶ基本研修、専門知識
や高度な業務遂行能力を身に付けるための派遣研修や特別研修、自己啓発への取
組を支援する自主研修等を実施する。

-

1 2 1 1職員課

職員福利厚生事業

4,857 4,857 4,857

63 公務能率の向上を図るため、職員の保健、元気回復、その他福利厚生に関する事業
を実施する。

-

1 2 1 1職員課

人事評価事業

1,219 1,219 1,219

73 職員の能力や実績を適正に評価することによって、職員の能力の活用と人材育成を
図る。また、職員一人ひとりの士気の高揚、さらには人事管理の適正化、組織能力の
向上を図り、より質の高い市民サービスを提供する。

-

1 2 1 1職員課

職員採用事業

5,747 5,747 5,747

83 職員採用試験に係る筆記試験（教養試験、専門試験及び作文試験）、面接試験、健
康診断等を実施する。

-

1 2 1 1職員課

コンプライアンス推進事業

1,392 1,392 1,392

93 上尾市職員倫理条例に基づき、職員の職務に係る法令の遵守及び倫理の保持に必
要な措置として、コンプライアンス等（ハラスメント対策を含む）に関する審査機関の設
置や研修等により対応力の強化を図る。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 820

1 2 1 7行政経営課

広域行政推進事業

76 26 26

103 上尾市と伊奈町の広域行政を推進するため、上尾・伊奈広域行政協議会を設置し、
負担金を支出する。

-

1 2 1 9監査委員事務局

公平委員会運営事業

483 483 483

113 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置要求に対する判定をし、必
要があると認める場合に勧告すること。職員に対する不利益処分についての審査請
求に対する裁決をし、必要があると認める場合に指示すること。

-

1 2 6 1監査委員事務局

監査事務事業

3,462 3,462 3,462

123 地方自治法第１９５条第１項の規定により監査委員が置かれ、法令に基づき、各監査
等（例月現金出納検査、定期監査、決算審査、財政援助団体等監査、行政監査等）
を行う。

-

1 2 1 5施設課

公営住宅管理事業

2,713 2,713 2,713

14 上尾市営再開発住宅条例、上尾市コミュニティ住宅条例に基づき、上尾駅東口再開
発事業・密集住宅市街地整備促進事業に伴い住宅困窮となった市民が入居する上
尾市再開発住宅とコミュニティ住宅の維持管理経費。

-

1 2 1 5施設課

駅前広場等管理事業

58,645 58,699 64,281

24 ＪＲ上尾駅駅施設の清掃及び維持管理ＪＲ北上尾駅自由通路・広場の清掃及び施設
（外灯等）維持管理上尾駅・北上尾駅・沼南駅・原市駅駅前公衆便所の清掃管理。

-

1 2 1 5施設課

プラザ館管理事業

26,134 26,175 26,175

34 プラザ館の清掃、設備の維持管理及び機械警備。-

1 2 1 5施設課

市有財産管理保険事業

9,975 9,975 9,975

44 上尾市所有の建物に係る火災保険料及び損害保険料。-

1 2 1 5施設課

公共施設マネジメント推進事業

689 689 689

54 総合管理計画の原則「複合化や多機能化、必要とされる機能の峻別と補完により総
量を縮減し、新規整備は抑制する」、個別施設管理基本計画で掲げる「適切な維持
保全、個別施設ごとの実施」を進める。

-

1 4 3 1環境政策課

上尾伊奈斎場つつじ苑管理運営
事業

344,877 346,917 344,877

64 上尾伊奈斎場つつじ苑の管理運営に関する経費。令和８年度から令和１２年度まで
指定管理者に管理運営を委託する。基幹的な設備に関わる改修工事や光熱水費、
斎場予約システムの導入は市が行っている。

-

1 6 1 1商工課

プラザ２２管理事業

12,569 12,569 12,569

74 公共施設「上尾市プラザ２２」の維持管理のための清掃、警備委託、マンションとの共
用部分の共益費負担金、修繕積立金などの費用。付属備品の経年劣化による買換
え。

-

1 9 4 3図書館

図書館本館改修事業

1,091,184 2,837,798 642,008

84 　建築後40年を超えた図書館本館の施設・設備の老朽化の解消と利便性の向上に
向けた大規模な改修工事および長寿命化を実施する。また、本館工事期間中、図書
館サービスを継続するための仮本館の整備を実施する。

-

1 1 1 1議会事務局

議員報酬

271,643 271,643 271,643

19 議員の報酬等に関する経費である。-

1 1 1 1議会事務局

議会運営事業

34,413 34,413 34,413

29 議会運営に必要な旅費、交際費及び負担金等である。-

1 1 1 1議会事務局

議場管理事業

70,862 4,038 4,038

39 本会議場等における議事の運営を円滑に行うための議場システムを管理運用し、イ
ンターネット上に本会議・委員会等の模様をライブ中継や録画映像にて配信する。

-

1 2 1 1秘書政策課

秘書政策課一般事務費

6,660 6,660 6,660

49 市長会等に関する負担金や市交際費、その他市長・副市長の公務遂行に伴う秘書
業務に関する事務費用。

-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 820

1 2 1 1総務課

総務課一般事務費

914 914 914

59 政治倫理審査会等の委員報酬及び費用弁償、各協議会・協会への負担金ほか総務
課の一般事務費。

-

1 2 1 1職員課

職員課一般事務費

7,473 7,473 7,473

69 職員の人事管理、給与支給、福利厚生、研修等に関する事業を行うための職員課の
事務費用。

-

1 2 1 1契約検査課

契約検査課一般事務費

188 188 188

79 工事検査、入札執行及び契約事務を行うための契約検査課事務費用。-

1 2 1 5施設課

施設課一般事務費

2,616 2,006 2,006

89 各所管から受託した工事の設計及び施工監理の事務、施設マネジメント等の事務を
行う事業である。

-

1 2 1 7行政経営課

タイムカプセル開封事業

1,614 － －

99 ２１世紀の幕開けを記念し、当時の市の状況を未来の市民に引き継ぐこと等を目的
に、平成１３（2001）年にタイムカプセルを設置した。２５年の保存期間を経て令和８
（2026）年に開封の記念式典を実施する。

-

1 2 1 7行政経営課

行政経営課一般事務費

2,354 2,354 2,354

109 行政評価や地方分権、市の組織及び職員の定数、職務権限及び事務分掌など、行
政経営課の事務を遂行するもの。

-

1 2 1 8ＩＴ推進課

ＩＴ推進課一般事務費

31,969 29,865 29,865

119 行政事務の効率化や市民サービスの向上を図るための情報システムを運用するＩＴ
推進課の事務費用。

-

1 2 4 1選挙管理委員会事務局

選挙管理委員会事業

2,183 2,183 2,183

129 地方自治法第181条の規定に基づき、上尾市選挙管理委員会を組織し、その運営を
行う。

-

1 1 1 1職員課

職員人件費【議会費】

115,627 115,627 115,627

9999 議会費に係る職員人件費。-

1 2 1 1職員課

職員人件費【一般管理費】

2,791,038 2,791,038 2,791,038

9999 一般管理費に係る職員人件費。-

1 2 1 1職員課

会計年度任用職員人件費【一般
管理費】

246,536 246,536 246,536

9999 一般管理費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 2 2 1職員課

職員人件費【税務総務費】

503,264 503,264 503,264

9999 税務総務費に係る職員人件費。-

1 2 2 1職員課

会計年度任用職員人件費【税務
総務費】

52,489 52,489 52,489

9999 税務総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 2 3 1職員課

職員人件費【戸籍住民基本台帳
費】

293,713 293,713 293,713

9999 戸籍住民基本台帳費に係る職員人件費。-

1 2 3 1職員課

会計年度任用職員人件費【戸籍
住民基本台帳費】

145,928 145,928 145,928

9999 戸籍住民基本台帳費に係る会計年度任用職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 820

1 2 4 1職員課

職員人件費【選挙管理委員会
費】

38,259 38,259 38,259

9999 選挙管理委員会費に係る職員人件費。-

1 2 4 1職員課

会計年度任用職員人件費【選挙
管理委員会費】

2,717 2,717 2,717

9999 選挙管理委員会費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 2 5 1職員課

職員人件費【統計調査総務費】

30,694 30,694 30,694

9999 統計調査総務費に係る職員人件費。-

1 2 5 1職員課

会計年度任用職員人件費【統計
調査総務費】

1,991 1,991 1,991

9999 統計調査総務費に係る会計年度任用職員人件費。-

1 2 6 1職員課

職員人件費【監査委員費】

49,325 49,325 49,325

9999 監査委員費に係る職員人件費。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 830

1 2 1 1財政課

ふるさとあげお応援事業

282,029 282,005 282,005

11 ふるさとあげお応援基金寄附金（ふるさと納税）の制度活用を図るための事務費用。-

1 2 1 4出納室

出納事務事業

92,201 91,096 91,096

21 公金収納の集計及び日計処理、債権者への支払い等、予算執行が収入・支出両面
から適正に行われているか審査を行う。また、違法な予算執行及び損害の発生を防
止し、計画的かつ合理的な市の財政運営を行う。

-

1 2 1 20財政課

財政調整基金管理事業

1 1 1

31 年度間における財源の調整を行い、市財政の健全な運営に資するために設置され
た財政調整基金の管理経費。

-

1 2 1 21財政課

公共施設整備基金管理事業

1 1 1

41 公共施設の整備費用に充てるために設置された公共施設整備基金の管理経費。-

1 2 1 22財政課

ふるさとあげお応援基金管理事
業

624,981 624,981 624,981

51 ふるさとあげお応援基金寄附金(ふるさと納税)をそれぞれの寄附者の思いを実現す
るための事業に要する経費の財源に充てるために設置されたふるさとあげお応援基
金の管理経費。

-

1 2 1 23財政課

過年度国県支出金等返還金管
理事業

50,000 50,000 50,000

61 国・県支出金等の精算により、過年度分について還付が生じた際に必要な管理経
費。

-

1 2 2 1資産税課

被災者生活再建支援事業

3,910 3,910 3,910

71 大規模災害が発生した際に被災者の生活を迅速に再建するために必要なシステム
の運営

-

1 2 2 2市民税課

市民税等賦課事業

64,987 64,987 64,987

81 市民税・軽自動車税及び市たばこ税の賦課に係る経費を計上するもの。-

1 2 2 2資産税課

固定資産税等賦課事業

70,799 69,142 133,778

91 固定資産税及び都市計画税の賦課に係る経費を計上するもの。-

1 2 2 2納税課

市税等徴収事業

176,517 176,517 176,517

101 市税等の口座振替、還付・充当等の収納管理業務を行う。また、督促状発付、職員
による電話催告や文書催告を行い、差押・公売等の滞納整理を実施する。　　

-

1 11 1 1財政課

公債費(元金)管理事業

5,888,714 5,888,714 5,888,714

111 過去に借り入れた市債の元金償還に必要な管理経費。-

1 11 1 2財政課

公債費(利子)管理事業

266,080 266,080 266,080

121 過去に借り入れた市債の利子償還などに必要な管理経費。-

1 12 1 1財政課

予備費管理事業

80,000 80,000 80,000

131 不測の事態に対応するための支出又は予算超過の支出に充てるため、地方自治法
に基づき設置する予備費管理。

-

1 2 1 3財政課

財政課一般事務費

3,222 3,222 3,222

19 予算編成作業など、財務事務全般を所管する財政課の事務費用。-

1 2 2 1市民税課

市民税等賦課総務事業

2,147 2,147 2,147

29 市民税・軽自動車税及び市たばこ税の賦課に係る一般事務費を計上するもの。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 830

1 2 2 1資産税課

固定資産税等賦課総務事業

607 607 607

39 固定資産税及び都市計画税を賦課するにあたり、一般事務費を計上するもの。-

1 2 2 1納税課

市税等徴収総務事業

1,673 1,673 1,673

49 市税等の徴収に係る経費を計上するもの。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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予算所属名

事　　業　　概　　要

令和8年度 令和9年度 令和10年度

事　業　名小項目

単位：千円

(会計・款・項・目)

(大・中項目)施策体系 840

1 2 1 17市民協働推進課

市民活動支援センター管理運営
事業

3,550 3,550 3,550

11 市民活動に関する情報の収集及び提供、相談、交流、研修、調査、研究等、市民と
の協働を促進するために設置した市民活動支援センターの管理運営業務。

-

1 2 1 17市民協働推進課

協働のまちづくり推進事業

3,231 3,231 3,231

21 協働のまちづくりの規範となる事業を実施することにより、市民活動団体と市との協働
を推進することを目的とする。市は、市と協定を締結した市民活動団体に対し、予算
の範囲内において補助金を交付する。

-

1 2 1 10市民協働推進課

地域活動推進事業

68,970 68,970 68,970

12 上尾市自治会連合会及び上尾市コミュニティ推進会議への補助並びに自治会活動
運営交付金の交付により、地域活動を推進する。

-

1 2 1 10市民協働推進課

支所管理運営事業

31,526 33,122 33,122

22 支所における清掃、警備等の管理運営委託業務等。-

1 2 1 10市民協働推進課

集会所等整備補助事業

10,845 10,845 10,845

32 集会や行事等、地域活動に利用する施設の整備や、施設で使用する備品又は施設
の周囲の環境基盤の整備を行う自治会に対する補助事業。

-

1 2 1 10市民協働推進課

一般コミュニティ助成事業

4,500 4,500 4,500

42 （一財）自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として実施している一般コミュ
ニティ助成事業を活用し、各団体のコミュニティ活動に必要な備品等を整備する。

-

1 2 1 15市民協働推進課

文化センター管理運営事業

131,766 169,227 110,427

52 文化センターにおける管理運営委託業務。-

1 2 1 16市民協働推進課

イコス上尾管理運営事業

213,481 68,564 171,667

62 イコス上尾における管理運営委託業務。-

※令和9年度・10年度の事業費は見込額です。
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Ⅳ．参考資料 

令和７年度上尾市行政評価について 

◆施策評価とは

令和３年度から令和７年度までの５年間を実施期間とする第６次上尾市総合計画前期

基本計画では、その取組の進捗管理について、ＰＤＣＡサイクルを活用することとしてい

ます。 

施策評価は、第６次上尾市総合計画前期基本計画に掲げる２５のテーマ（施策の中項目）

ごとに、３０の成果指標の達成状況を評価し、施策の実施状況を把握します。 

◆施策の進捗状況

令和６年度に実施した事業の実績に基づき、各施策における成果指標の達成状況につい

ては、「達成」（実績が目標値を上回った）が１３、「未達成」（実績が目標値を下回った）

が１３、現時点でまだ結果が出ていないものや、令和６年度は数値を把握できなかったも

のが４となっています。 

ＰＤＣＡサイクルによる総合計画の進捗管理概念図 

☛第６次上尾市総合計画前期基本計画冊子Ｐ117

Action 

基本計画（施策）の見直し・改善・総括 

施策推進（事務事業実施） D 

Check 
前期基本計画達成度評価 

・政策評価（実施年度ごとに公表）

実施計画（３年）P 

Do 
前期基本計画の推進 

Plan 第６次上尾市総合計画 

・基本構想（１０年）

・前期基本計画（５年） 

５
年
ご
と行政評価による計画の 

進捗管理 

・施策評価

・事務事業評価

C 
行政評価による見直し 

・事務事業の見直し・改善

A 
公表 

４、５年ごと 

５年ごと 

後
期
基
本
計
画
策
定

１年ごと 
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令和７年度上尾市行政評価施策評価　＜総括表＞
【施策の大項目】　まちづくりの基本方向１　 明日を担う人が育つまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

1 1-1
結婚・出産・
子育て支援

27,095 27,066 未達成 26,905 26,759 未達成 26,715 26,451 未達成 26,525 26,068 未達成 26,333

小学校 92% 90.3% 92% 91.6% 92% 91.7% 92% 92.1% 92%

中学校 85% 85.6% 85% 88.4% 85% 86.1% 85% 87.7% 85%

3 1-3 青少年 61% 54.1% 未達成 62% 49.5% 未達成 63% 35.1% 未達成 64% 59.4% 未達成 65%

【施策の大項目】　まちづくりの基本方向２　 人生が楽しめるまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

男性 18.62 18.2% 18.85 18.35% 19.08 19.31 19.53

女性 20.75 20.6% 20.88 20.72% 21.01 21.14 21.27

5 2-2 学び・創造 18 11 未達成 21 18 未達成 24 24 達成 27 10 未達成 30

【施策の大項目】　まちづくりの基本方向３　 支え合う安心なまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

6 157 157 達成 160 158 未達成 163 158 未達成 166 158 未達成 169

7 60% 31.8% 未達成 60% 70.0% 達成 60% 35.7% 未達成 60% 47.4% 未達成 60%

8 3-2 高齢者福祉 79.0% 78.3% 未達成 79.0% 79.2% 達成 79.0% 79.9% 達成 79.0% 80.3% 達成 79.0%

9 3-3 障害者福祉 225 239 達成 240 268 達成 257 327 達成 327 365 達成 295

【施策の大項目】　まちづくりの基本方向４　 誰もが自分らしく暮らせるまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

10 4-1
人権・男女共同
参画・平和

30.6% 29.9% 未達成 32.9% 30.2% 未達成 35.3% 31.6% 未達成 37.6% 31.6% 未達成 40.0%

11 4-2
コミュニティ・
多文化共生

― ― ― ― ー ー 30.0% 31.4% 達成 ― ー ー ー ー ー

【施策の大項目】　まちづくりの基本方向５　 安全な暮らしを守るまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

12 5-1 防災 96% 82% 未達成 97% 79% 未達成 98% 82% 未達成 99% 87% 未達成 100%

13 5-2 防犯 1,520 1,121 達成 1,390 1,119 達成 1,260 1,385 未達成 1,130 1,642 未達成 1,000

14 5-3 交通 630 555 達成 590 487 達成 550 501 達成 510 380 達成 470

15 5-4 消防 80.4% 81.0% 達成 81.5% 77.9% 未達成 82.8% 81.0% 未達成 84.0% 82.8% 未達成 85.9%

【施策の大項目】　まちづくりの基本方向６　 未来に引き継ぐ環境と共生するまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

16 6-1 住環境 722.2 760.7 達成 722.2 760.7 達成 728.2 760.7 達成 728.2 760.7 達成 1214.6

17 652 670 未達成 645 663 未達成 639 ※ 633 ※ 627

18 1,106 983 達成 1,087 ※ 1,068 ※ 1,048 ※ 1,029

19 6-3 道路・河川 480 418 未達成 940 624 未達成 1,400 961 未達成 1,860 1,509 未達成 2,330

※現時点で結果が出ていないため、空欄としている。

若者相談における若者本人が
相談した割合

令和6年度 令和7年度【施策の中項目】
テーマ

1-2 未達成 未達成
学校に行くのは楽し
いと答える児童生徒
の割合

成果指標

未達成教育

年少人口

令和3年度 令和4年度 令和5年度

達成

No.

2

2-1 健康 健康寿命 未達成 未達成

グループホームの利用定員数

3-1 生活福祉

介護保険サービス利用者で在宅生
活をしている高齢者の割合

生活保護受給世帯の中学3年生
の学習支援事業利用率

まなびすと指導者が実施した
公民館講座数

令和6年度 令和7年度

【施策の中項目】
テーマ

成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度

【施策の中項目】
テーマ

成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

【施策の中項目】
テーマ

成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域活動やボランティア活動
に参加している割合

審議会等への女性委員の登用
率

【施策の中項目】
テーマ

成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度

交通事故（人身事故）件数

消防団員の定員に対する充足
率

No.

No.

4

No.

No.

市全体のCO2の排出量
（千ｔ）

令和6年度 令和7年度

地区計画区域面積（ha）

1人1日あたりのごみ排出量
（家庭部門・ｇ）

【施策の中項目】
テーマ

成果指標
令和3年度

犯罪発生件数

令和6年度 令和7年度

上尾市見守りネットワーク加
入企業数

※ ※

令和7年度令和6年度

No.

拡幅整備する市道の延長
（ｍ）

令和4年度 令和5年度

6-2 環境

地域防災訓練の実施率
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令和７年度上尾市行政評価施策評価　＜総括表＞
【施策の大項目】　まちづくりの基本方向６　 未来に引き継ぐ環境と共生するまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

20 6-3 道路・河川 54 0 達成 108 6 達成 162 38 達成 216 64 達成 270

21 29.5% 29.5% 達成 30.0% 29.9% 未達成 30.5% 30.2% 未達成 31.0% 30.5% 未達成 31.5%

22 41.4% 0.0% 未達成 41.4% 0.0% 未達成 41.4% 41.4% 達成 41.4% 41.4% 達成 41.4%

23 83.90% 84.00% 達成 84.70% 85.10% 達成 85.40% 85.50% 達成 86.10% 86.40% 達成 86.40%

【施策の大項目】　まちづくりの基本方向７　 活力にあふれたにぎわいあるまちづくり

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

24 7-1 産業 1,611 1,766 達成 1,709 1,568 未達成 1,807 1,552 未達成 1,950 1,629 未達成 2,003

25 7-2 労働環境 56,945 57,234 達成 57,034 57,509 達成 57,539 57,991 達成 57,569 58,758 達成 57,600

【施策の大項目】　まちづくりの基本方向８　 持続可能な都市経営

目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況 目標値 実績値 進捗状況

26 8-1 情報発信・公開 16,800 21,426 達成 19,600 23,756 達成 22,400 25,796 達成 25,200 28,750 達成 28,000

27 8-2 行政経営 91 172 達成 182 415 達成 318 2,171 達成 483 12,644 達成 679

28 8-3 財政運営 4.80% 4.80% 達成 4.80% 4.70% 達成 4.80% 4.90% 未達成 4.80% 5.00% 未達成 4.80%

29 8-4 協働 100%以上 100% 達成 100%以上 100% 達成 100%以上 100% 達成 100%以上 100% 達成 100%以上

30 8-5 土地利用 96.00% 96.42% 達成 96.00% 98.11% 達成 96.00% 100.25% 達成 100.50% 102.12% 達成 101.00%

【施策の中項目】
テーマ

成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和7年度【施策の中項目】
テーマ

【施策の中項目】
テーマ

成果指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度

6-4 上下水道

道路冠水箇所数（累積）

成果指標

公共下水道普及率（人口ベー
ス）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

市の公式SNSの登録者数

マイナポータル（ぴったりサービ
ス）による電子申請件数

令和6年度 令和7年度

令和6年度
No.

No.

実質公債費比率

土地区画整理事業の進捗率
（事業費ベース）

協働のまちづくり推進事業の
応募率

令和6年度 令和7年度

法人市民税額（百万）

市内法人の従業者数
（R5年度から目標値を上方修正）

No.

配水管耐震化率

浄水施設耐震化率
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令和８年度版行財政３か年実施計画 

令和８年２月発行 

行政経営部  財政課
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